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第３期基本計画の概要 

 

第１章 基礎条件 

１．人口 

〈現状と課題〉 

本市の人口は昭和 30 年代後半から 40 年代にかけて大きく増加した後に、昭和 62（1987）年９

月の 176,489 人をピークに減少傾向を続け、一時は 16 万人台となっていましたが、平成 14

（2002）年からは再び増加に転じ、平成 24（2012）年 10 月１日現在で 174,162 人と 17 万人台

を回復しています。 

しかし、平成 24（2012）年３月に公表した「鎌倉市将来人口推計調査」によれば、本市の将来

人口は、平成 26（2014）年の 174,301 人をピークに減少し、平成 31（2019）年には 172,708 人

となり、平成 44（2032）年には 160,570 人にまで減少することが予想されています。 

平成 24（2012）年と平成 31（2019）年の人口を対比すると、０～14 歳の年少人口は 1,007 人

減少し 20,008 人（11.6%）に、15～64 歳の生産年齢人口は 4,749 人減少し 99,602 人（57.7%）

になることが推計されています。一方で、65 歳以上の老年人口は 4,278 人増加し 53,098 人

（30.7%）になり、少子高齢社会がより一層進行することが予測されます。 

また、世帯数は、人口の減少に伴い減少しますが、１世帯あたりの人数の減少の傾向が見られ、

家族類型別にみると、特に高齢者の「単独世帯」が増加する反面、「夫婦と子からなる世帯」が

減少することが予測されています。 

年齢構成バランスが崩れ、地域のさまざまな活動を支える人口が減少すると、健全なコミュニ

ティが損なわれるとともに、地域活力の低下や税収の減少などが生じます。そのため、人口と人

口構成の両面から将来の人口動向を把握し、対応していく必要があります。 

また、定住人口以外の人口構成要素として、本市へは年間約 1,800 万人の観光客（平成 23

（2011）年観光課調べ）の来訪があります。また、１日約 42,000 人の就業者・通学者（平成 22

（2010）年国勢調査）の流入があり、本市の活力とにぎわいを支えています。観光客がまちのに

ぎわいに寄与している一方、それに伴う交通渋滞といった影響もあり、市政運営を行うにあたっ

ての課題となっています。 

 

〈基本方針〉 

○ 本市の人口は減少傾向で推移していくことが見込まれていますが、将来に向け地域の特性を

生かしながら、次代の鎌倉を支える年少人口の確保に努め、少子高齢社会の進行への対応準

備を行いつつ、年齢構成バランスに配慮し、総人口の緩やかな減少にとどめます。 

○ 環境を保全しつつ魅力ある居住環境の整備、子どもを安心して生み、健やかに育てられる子

育てのしやすい環境づくりなどにより、特に、若年ファミリー層を中心とした子育て世帯の

転入促進と転出抑制をめざします。 

○ 本市を訪れる観光客や、本市で活動する就業者・通学者などの人たちについても、まちに活

力とにぎわいをもたらすよう本市からの情報発信を図るとともに、連携・協力をめざしま

 



- 2 - 

 

す。 

○ 厳しい財政状況のなか、高齢社会に対応するため、高齢者の方々の自立促進を図る施策の推

進や、地域のなかで助け合う共助の促進を進めます。 

 

 

２．土地利用 

〈現状と課題〉 

約 3,953 ヘクタールの市域のうち約 2,569 ヘクタールが市街化区域、約 1,384 ヘクタールが市

街化調整区域となっています。また、古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（昭和

41 年法律第１号。以下「古都保存法」という。）による指定区域（歴史的風土保存区域）が約 989

ヘクタール（このうち歴史的風土特別保存地区が約 573.6 ヘクタール）、加えて、首都圏近郊緑

地保全法（昭和 41 年法律第 101 号）による指定区域（近郊緑地保全区域）が約 294 ヘクタール

（このうち近郊緑地特別保全地区が約 131 ヘクタール）、都市緑地法（昭和 48 年法律第 72 号）

による特別緑地保全地区が 10 箇所、約 48.8 ヘクタールあり、市域の約３分の１の面積を占めて

います。この区域の多くは緑地で市街地を分節化する都市構造となっており、古都としてのまち

のたたずまいを醸し出す重要な要素となっています。 

具体的な土地利用として、住宅系用地は河川周辺や海浜部に向けて広がりを見せる平坦地域と、

谷戸地形を利用した古くから住宅が建ち並ぶ地域、丘陵を宅地開発することでつくり出された地

域等で市域の約３分の１の面積を占めています。 

そのほか、観光の拠点となる地域、農業、漁業、工業、商業のそれぞれの特性により土地利用

されてきた地域等で構成されています。 

市民の日常生活や生産活動の重要な基盤である市域は、将来の世代へ継承する貴重な資源です。

地域の歴史的・自然的な特性を十分に生かすとともに、周辺景観との調和や活力あるまちづくり

を進めるため、規制と誘導のもとに総合的かつ均衡のとれた土地利用を行っていく必要がありま

す。 

 

〈基本方針〉 

○ 本市の最大の特徴である歴史的遺産や文化資源とそれを取り巻く豊かな自然環境を保全しつ

つ、良好な景観形成や地域・地区の特徴を生かした都市環境と生活環境の維持・発展を図る

ため、総合的かつ計画的な土地利用を進めます。 

○ 鎌倉らしさを継承する地域や、都市基盤を強化する地域、鎌倉の新たな魅力を創造していく

地域など、それぞれの地域の個性を引き出す土地利用を図ります。特に、鎌倉地域周辺は、

現存する歴史的自然的環境を保全し、歴史的遺産をさらに活用するとともに、古都保存法制

定の経緯を踏まえた上で、周辺への景観や環境と一体となったまちづくりを進めます。 

○ 鎌倉駅・大船駅周辺は、地域の特性を生かした都市拠点として整備していきます。 

○ 深沢地域国鉄跡地周辺における土地利用は、都市基盤の強化や、多様な機能の導入により、

新しい都市拠点として整備していきます。 

○ 腰越駅周辺や玉縄地域は、計画的に土地利用を進めるための方針を明らかにし、海浜部は鎌
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倉らしさを回復し、その魅力を高めていきます。 

○ 東日本大震災を踏まえ、津波対策、避難対策などを考慮し、災害に強い安全・安心なまちの

実現を図ります。 

○ 利用区分ごとの方針 

新たな土地利用の誘導も含め、住宅系土地利用、商業系土地利用、工業系土地利用等異なる

土地利用の調和のとれた配置を実現します。また、良好な市街地環境が形成されるよう、必要

な市街地整備を図り、特に基盤未整備地区においては、市民生活の向上をめざした整備を行い

ます。 

（１）住宅系土地 

住宅都市としての鎌倉の特性を継承し、さらに磨きをかけるため､住宅系土地利用の維持、

良好な住環境の保全・創造に重点を置きます。 

（２）商業・工業系土地 

市民へのサービスの提供、都市としての性格や税収のバランスの維持、新たな職住近接の

実現を図るため、商業や工業系土地利用の維持を図るとともに、適切な土地利用への誘導を

図ります。また､観光都市としての性格も考慮し、観光施設や文化施設等、鎌倉を楽しむた

めの土地利用を誘導します。 

（３）農地 

関谷・城廻地区に広がる農地と市内各所に点在する農地について､都市農業として地域に

即した農業の振興を図るため、限りある優良農地を確保するとともに、高齢化や担い手不足

により遊休化する農地の解消対策に努めます。また、鎌倉市の都市環境形成上の貴重な緑地

空間としても位置づけ、保全を図ります。 

（４）緑地 

鎌倉地域を囲む緑地やその他のまとまった規模の緑地（主に市街化調整区域）、都市計画

法（昭和 43 年法律第 100 号）、古都保存法、首都圏近郊緑地保全法等の法規制により担保さ

れた緑地、市街化区域内の大規模緑地、その他の市街化区域内の一団の緑地については、都

市緑地法に基づき策定した「鎌倉市緑の基本計画」に基づいて、保全・活用を図り、適正な

管理や支援に努めます。 

（５）海岸・河川 

海岸については、市民の安全で快適なレクリエーションの場や沿岸漁業推進の基盤として

の位置づけにも留意して保全を図ります。河川については、治水を基本とし、それぞれの河

川の持つ特性を生かしながら市民の親しめる水辺空間として、景観の保全や浄化の推進など

系統的な整備を図ります。 

（６）道路 

道路は、都市の骨格を形成する施設であり、単に交通の利便を目的とするだけでなく、都

市空間及び防災空間としての多面的機能を併せ持つことから、市民が安全で快適な生活を送

れるよう整備を図ります。 
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３．環境 

〈現状と課題〉 

歴史的遺産とこれらをとりまく自然的環境は、鎌倉の個性であり資源です。 

昭和 35（1960）年頃からの急激な宅地造成から自然環境を守るために、鎌倉の文化人や多くの

市民の力が集結した日本初のナショナルトラスト運動は、古都保存法制定の契機となりました。

その後、平成８（1996）年には全国に先がけて「鎌倉市緑の基本計画」を策定するなど、さまざ

まな緑の保全施策を推進し、平成 16（2004）年までには、長年の懸案であった三大緑地（広町・

台峯・常盤山）の保全への道筋をつけ、市民との連携により維持管理に努めるなど、緑地保全に

積極的に取り組んできました。 

このように、本市では、市民が環境保全のために自発的に行動してきたという長い伝統が培わ

れており、市内には環境保全活動に取り組む団体が数多く存在し、自ら行動する鎌倉の良き伝統

が受け継がれています。 

また、景観形成に関する意識も高く、古都としての風格を基調とし、地域の特性を生かした都

市景観形成に関する施策が積極的に行われています。 

本市では、ごみの減量・資源化を推進するため、平成２（1990）年度から「ごみダイエット運

動」を展開し、平成８（1996）年 11 月には、「ごみ半減都市宣言」を行いました。 

平成９（1997）年度からは、家庭からの廃棄物の５分別収集（燃やすごみ、燃えないごみ、資

源物、危険・有害ごみ、粗大ごみ）を開始し、その後も資源物は、飲食用カン・ビン、新聞など

の紙類、衣類の分別から始まり、植木剪定材、ペットボトル、容器包装プラスチック、廃食用油

までに拡大するなど、さまざまな分別収集・資源化を他市に先がけて取り組み、市民の方々の理

解と協力のもと、積極的に資源の再生利用を進めてきました。その結果、環境省がリサイクル率

の順位を発表した平成 16（2004）年度から５年連続で、資源化率日本一（人口 10 万人以上の都

市）を達成するなど、具体的な成果として表れています。 

今後も、事業所、家庭等において、各々が廃棄物の排出を少なくするよう工夫することで、ま

ず廃棄物の発生自体を抑制し、さらに再使用、再生利用を促進することで、循環型社会の構築を

進めていかなければなりません。 

本市は、国際観光都市として栄え、現在では全国・世界各地から年間延べ 1,800 万人前後の観

光客が訪れ、まちのにぎわいを与えています。その反面、来訪者が増加することで、交通渋滞に

よる大気の汚染や騒音の増加、ごみのポイ捨てなどによる美化の問題などのさまざまな環境問題

に対する施策を講じています。 

こうした先駆的な取組により守られてきた、本市の豊かな環境を次世代に継承していくために

も、緑やごみなどの問題を自らの課題として受けとめ、さらに環境への負荷を軽減するためにラ

イフスタイルを見直すなど、身近な環境問題に積極的かつ継続的に取り組むことが市民一人ひと

りに求められています｡ 

さらに、東日本大震災を受け、エネルギーに対する考え方の根本からの見直しが求められてい

ます。 

 

〈基本方針〉 
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○ 人と自然、歴史的遺産が共存し、環境への負荷が少ない持続可能な社会の形成に向けて、環

境基本計画等に基づいて総合的・計画的に環境行政を推進していきます｡ 

○ 国際的視野を持って、日常生活や事業活動から地球環境の保全を進めます。 

○ 人の健康が保護され、生活環境が保全されるよう大気、水、土壌等を良好な状態に保持しま

す。 

○ 歴史的文化的遺産及びそれを取り巻く自然環境を保全・活用することにより、伝統と文化の

薫り高い歴史的文化的環境を確保します。 

○ 地域性豊かな都市景観と居住環境を継承・発展させ、緑地、水辺地等を計画に沿って保全す

ることにより、うるおいとやすらぎのある良好な都市環境を創造します。 

○ 野生動植物の生息や生育に配慮し、健全な生態系を保持するとともに、人と自然の豊かなふ

れあいを確保します。 

○ 廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用やエネルギーの有効利用に努め、循環型社会を形成し

ます。 

○ 地域の環境への関心が高まり、自発的な環境保全活動につながるよう、さまざまな施策に取

り組みます。 

○ 世界規模で進行する地球温暖化や東日本大震災を受けたエネルギー政策の転換を見据え、省

エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入を促進します。 

○ 放射性物質について、情報の収集と提供に努め、適切に対応します。 

 

 

第２章 計画の推進に向けた考え方               

長引く景気の低迷や少子高齢・人口減少社会の進行など、地方公共団体をとりまく社会経済状況

は、厳しさを増しています。 

本市ではこれまでも、行財政改革に関するプランを基軸に、職員数適正化の推進、給与の見直し

による経費の削減や収入確保策など、健全な行財政運営に向けた取組を進めてきました。 

しかしながら、今後、東日本大震災を踏まえた防災、減災対策や公共施設の老朽化対策への対応

に迫られ、本市の行財政運営は、危機的な状況を迎えています。 

このため、これまでの行財政運営のあり方を改め、新たな課題に柔軟に対応できる持続可能な行

財政運営に転換することが喫緊の課題となっています。メリハリのある、効率的な行財政運営を行

っていくことはもちろんのこと、市民力・地域力を生かした市民自治の考え方を大胆に取り入れた

持続可能な都市経営を進めていくことが必要となります。 

そこで、本章では「市民自治」、「行財政運営」、「防災・減災」を、６つの将来目標を支える

ための基本となる「計画の推進に向けた考え方」として位置づけました。 

また、「歴史的遺産と共生するまちづくり」についても、鎌倉の貴重な歴史的遺産を守り、発信

するとともに、それらと共生するまちづくりを進めていく必要があることから、「計画の推進に向

けた考え方」として位置づけることとしました。 
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１．市民自治 

〈現状と課題〉 

本市は昭和 48（1973）年に、市民の参加と連帯でつくる市民自治をめざし、鎌倉市民憲章を制

定し、まちづくりの基本となる方向を定めました。 

これを受けた第３次鎌倉市総合計画基本構想の基本理念では、市民自治の確立として「まちの

主権者である市民の英知を集め、真の地方自治の確立をめざします」と掲げています。 

また、地域のことは自らの力で解決しようとする市民力・地域力を生かした取組がこれまでも

活発に行われており、地域の課題解決に向けた新たな取組も始まっています。今後、こうした取

組の更なる発展が期待されます。 

さらに、東日本大震災を受け、災害時や緊急時における、地域内の相互協力による活動や連帯

意識の重要性が再確認されており、地方自治の確立においても、市民自治のより一層の推進が求

められています。 

 

その一方で、本市においても、核家族化や少子高齢社会の進展、ライフスタイルの変化などに

より、地域コミュニティが薄れつつあります。その中で家庭・地域における人間的なつながりや

心豊かな生活をともに送る場としての地域コミュニティの重要性が高まっており、学校区単位な

ど、日常生活に密着した身近な地域コミュニティが求められています。 

だれもが身近な地域で気軽にできるコミュニティ活動の場や活動に参加しやすい環境整備など

の仕組みづくりが必要とされています。また、地域の核となる人材の育成と、地域活動を担う人

材の研修の充実が必要とされています。 

市民が市政に参画し、行政との協働のまちづくりを進めていくためには、市政などに関する情

報がわかりやすく、的確に提供される必要があります。 

また、広聴活動への参加者は高齢者が多い傾向にあり、特に若い世代を始めとした、幅広い市

民の声を受け止めていくことが求められています。 

さらに、最近では情報技術の発達や、ソーシャル・ネットワーキング・サービスの普及に伴い、

行政による情報提供の手段が多様化しており、これらのサービスの広報・広聴活動における有用

性の研究も課題となってきています。 

市民協働を担う、ＮＰＯなどの団体の構成員も高齢化しています。市民との協働を継続して進

めていくためにも若者のまちづくりへの参画意識を高め、まちづくりに参画できる機会を増やし

ていくことが必要になっています。 

また、少子高齢社会が進行する中で、高齢者や障害者の見守り、障害のある児童を含めた子育

て支援を地域でいかに担っていくかが課題となっています。 

地域活動を活性化するために、自治町内会、ボランティア団体、当事者団体、事業者、ＮＰＯ

などの団体、行政などとの連携を強化するとともに、情報の共有化を進めることが必要とされて

います。 

 

〈計画の推進に向けた考え方〉 

１ 市民自治の確立に向けた意識の醸成 
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市民にとって身近なことはできる限り地域で行うとする「市民のための地方自治」を推進す

るため、関連施策に取り組む中で市民意識の醸成を図ります。 

２ 地域コミュニティの活性化 

（１）地域コミュニティの活性化に向けて、地域コミュニティの範囲や将来の姿を市民ととも

に検討し、地域の自主的な活動を推進します。 

（２）地域コミュニティの特徴や課題を踏まえた、きめ細かな行政サービスのあり方について

検討します。 

（３）地域コミュニティを形成する団体の活動や、団体間、市民相互の交流機会の場づくりを

行うとともに、だれもが活動に参加しやすい環境の整備に努めます。 

（４）活動を担うリーダーの育成や情報提供などにより、コミュニティ活動を支援します。 

３ 市民参画のための広報・広聴 

（１）見やすくわかりやすい広報紙やホームページづくりを行うなど、さまざまな媒体を活用

し、行政情報を積極的に提供するとともに、だれにでも必要な情報が伝わるよう、広報活

動の充実に努めます。 

（２）さまざまな方法と場を通して、きめ細かく市民の意見を聴き取るとともに、行政情報を

わかりやすく提供して、政策形成や評価の過程への市民参画を図り、市民との合意形成を

重んじます。 

（３）一方的な情報提供だけでなく、若者を中心とした広聴活動の充実や市民の意見・要望等

の公表を積極的に進めていくとともに、ソーシャル・ネットワーキング・サービスを含め

た、さまざまな手法を活用した広報・広聴活動に努めます。 

４ 協働によるまちづくり 

（１）施策の展開や事業実施にあたっては、市民ニーズに応じたきめ細かな質の高い行政サー

ビスの提供や、個性豊かで活力ある地域社会の構築をめざして、市民・事業者・ＮＰＯ・

教育機関なども含めて協働の推進を図ります。 

（２）市民と行政との協働によるまちづくりにより、きめ細かく市民ニーズに対応することを

めざします。 

５ 地域福祉の推進 

（１）地域住民が中心となって、地域の生活課題を受け止め、解決するための見守り支え合う

地域づくりを支援します。 

（２）地域の福祉資源の有効活用を図る観点からも異世代間交流等を積極的に進めるとともに、

子どものときから福祉について学習し、ふれあいができる環境づくりに努めます。 

（３）住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、利用者本位のサービスが受けられる仕組みづ

くりを支援します。 

 

 

２．行財政運営 

〈現状と課題〉 

本市では、市民サービスの向上を図るため、限られた資源を有効に活用し、最少の経費で最大
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の効果を挙げられるよう、平成 11（1999）年度からの「鎌倉行財政プラン」、平成 18（2006）

年度からの「鎌倉行政経営戦略プラン」に続き、平成 23（2011）年度から 27（2015）年度まで

を計画期間とする「新鎌倉行政経営戦略プラン（以下「新プラン」という。）」を策定し、職員

数適正化の推進や職員給与の見直しによる経費の削減、市税徴収率の向上策やネーミングライツ

の導入等による収入確保の取組など、積極的な行財政改革を推進してきました。 

しかしながら、行財政運営の前提となる本市の財政状況は、歳入の根幹を成す市税収入の大き

な増加が見込めないこと、扶助費などの毎年経常的に支出される義務的経費が増加傾向にあるこ

となどから、財政の硬直化が進んでいます。 

こうした中で、平成 24（2012）年度にスタートした第２期基本計画後期実施計画では、これま

で実施してきた継続事業に新たな事業が加わったことにより、計画規模が拡大し、大きな財源不

足（４年間で 107 億円の不足）が生じる結果となり、さらに、東日本大震災を踏まえた防災・減

災対策や公共施設の老朽化に伴う維持管理・建替費用の増大など、新たな、そして緊急を要する

課題への取組が求められています。 

第２期基本計画後期実施計画事業の確実な実現に向けては、新プランの取組の実施に加え、事

業の繰延べや事業内容の見直しを行うとともに、平成 24（2012）年８月からは、職員給与の暫定

削減を実施し、財源確保に努めてきましたが、こうした取組にも限界があり、新たな課題に対応

した持続可能な都市経営を行うことが困難になってきています。 

また、国による地方分権の取組は着実に進められ、事務や権限、税財源の移譲が進み、地方が

決定すべきことは、地方が自ら決定するという地方自治本来の姿に向かって改革が進んでいます。

権限や裁量の拡大は、「真の地方自治の確立」に結び付く一方、それぞれの地方公共団体の都市

経営における責任の範囲が広がることにもつながります。 

「最少の経費で最大の効果を挙げる」とする地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）の基本原則

に立ち返り、行政の効率化をこれまで以上に高めるとともに、事業の担い手の再検討や受益と負

担の明確化、従来型の「あれもこれも」から「あれかこれか」といった選択と集中を基本に、真

に市民に必要な行政サービスを市民・行政自らの責任で自主的に選択するとともに、歳入確保の

ための取組もこれまで以上に進めていかなければなりません。 

今こそ、危機的状況にある、硬直化した行財政運営を改め、持続可能な都市経営をこれまで以

上に推進するとともに、市民力・地域力を発揮し、鎌倉が誇る資源を生かしながら、新しい魅力

を創造し続けるため、新たな視点からの対応が求められています。 

 

〈計画の推進に向けた考え方〉 

１ 事業の選択と集中 

新たな課題に対処し、真に市民が必要とする行政サービスに注力するため、特に優先して取

り組んでいく施策を明確にし、選択と集中による行財政運営を徹底します。 

２ 公共施設マネジメントの推進 

今後の公共建築物のあり方（維持・管理・更新）を示した「鎌倉市公共施設再編計画基本方

針（平成 25（2013）年４月策定）」に即し、施設の適切な規模やあり方を見直し、適正な公共

建築物の再編を推進します。また、インフラの維持管理についても、将来のあり方について検
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討し、公共建築物とともに、次の世代に過大な負担を残さない公共施設のマネジメントを着実

に推進します。 

３ 新たな事業手法を積極的に導入した歳出削減 

地域との協働や事業委託、民間活力の活用などの効率的・効果的な事業手法を積極的に導入

し、創意工夫を図る中で歳出削減を図ります。 

４ 徹底した行政の効率化による歳出抑制 

（１）従来からの成果を重視した目標管理による戦略的な行政経営を進めるとともに、行政評

価や人事評価などの経営手法を効果的に活用し、効率良く行政目標の達成に努めます。 

（２）政策形成過程において、市民ニーズを的確に把握し、目標達成のための手段の最適化と

適時な事業の見直しを図ります。 

（３）業務プロセスの見直しと業務に応じた職員数の適正化を図るとともに、職員の意識改革

と資質の向上に努めます。 

（４）縦割の業務の進め方から脱却し、組織横断的に行政課題を解決していきます。 

５ 歳入確保策の強化 

これまで取り組んできた市税徴収率の向上策等に加えて、本市の魅力やブランド力を生かし

た歳入確保策をさまざまな視点から研究します。また、市内産業を育成・発展させることによ

り、地域経済の活性化と雇用の創出を図り、市税収入の確保に努めます。さらに、国と地方の

税財源の適正化に向けた働きかけについても継続して行います。 

６ さまざまな主体による都市経営 

（１）個性豊かで活力ある地域社会の実現をめざすため、福祉、教育、まちづくりなどで、市

民や地域の視点に立った、自立性のある総合的で質の高い行政サービスを推進します。 

（２）地方分権の基本理念に則り、市民と地域の視点での政策形成の創意工夫を発揮し、課題

解決のできる組織体制の整備を行います。 

（３）行うべき業務の役割分担について、行政・市民・事業者・ＮＰＯ等などの担い手を明ら

かにします。 

７ 広域行政の推進・関係諸機関との連携 

（１）交通・環境・市街地整備・施設利用など、さまざまな分野の共通課題において、県や周

辺の地方公共団体、関係諸機関などとの連携や協力を推進します。 

（２）地震などの災害対策、緊急事態対策、救急医療対策など、非常時・緊急時の広域での協

力体制整備に努めます。 

 

 

３．防災・減災 

〈現状と課題〉 

市民の生命や財産を守ることはもちろんのこと、中世由来の都市としての背景と基盤を持つ本

市においては、多くの歴史的文化的資源や豊かな歴史的文化的環境を、いかに災害から守るかと

いうことが、大きな課題となっています。また、風光明媚な海岸線を有する観光地として、年間

を通じて多くの観光客が訪れることから、帰宅困難者対策など災害時の対応が課題となっていま
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す。 

東日本大震災を受け、国・県による地震被害想定や津波浸水予測が進められていますが、沿岸

部に位置する本市では、津波被害などの深刻な被害が想定されています。 

こうした災害に備え、災害の発生と被害を完全に防ぐことが不可能であるとしても、災害時の

被害を最小化する「減災」という考え方から、災害に強いしなやかなまちづくりを進める必要が

あります。 

災害に強いしなやかなまちづくりに向けて、主に次のような課題があります。 

・少子高齢社会の進行、近隣社会における相互扶助意識の希薄化など、地域社会における災害脆

弱性の拡大と深刻化が懸念されています。 

・大規模災害においては、防災施設整備などのハード面からの防災対応に限界があるため、徹底

した防災教育等のソフト面を充実し、市民力・地域力による取組をより一層高めていくことが

必要です。 

・大規模災害の発生時においては、さまざまな環境や状況のもとにある市民や市職員等に対して、

適時、的確な情報を迅速かつ確実に伝えることがきわめて重要です。 

・広域で甚大な災害が発生した場合には、災害応急対策全般にわたる広域応援が求められます。 

・災害時には、性別、年齢、障害の有無などの個別事情や、妊産婦、乳幼児や子どものいる家族

等への配慮が必要となっており、こうしたニーズの違いを踏まえた被災者支援には、日頃から

介護や子育てを担うことが多い女性の視点を重視する必要があります。 

・大規模災害では、火災や水害・土砂災害などをはじめとする二次災害が引き起こされる可能性

があり、施設の点検、応急措置、環境モニタリング等が必要となります。 

・津波等により大量の災害廃棄物が発生することが予想されるため、その処理対策や被災建築物

等の解体・撤去等が円滑に行えるよう、所有者等との緊急的な承諾処置、公費による解体・処

理の是非などの検討が必要です。 

・自助・共助を進めるためには、これらを支えたり促したりする仕組みが必要であり、自らと家

族の避難方法の確認、防災情報の入手先や活用方法の確認、家庭や企業での備蓄、地震保険等

への加入の促進など、自助を促すための取組や、自主防災組織、ＮＧＯ、ＮＰＯ、各種法人、

ボランティアの支援などの、共助を促すための取組を進める必要があります。 

・企業の能力や保有資源の活用、企業が担う社会的機能の維持などが求められるため、制度的な

位置づけを検討することが必要となります。 

 

〈計画の推進に向けた考え方〉 

１ 防災力の向上に向けた取組及び連携 

（１）防災の基本方針  

災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化する「減災」

の考え方を災害対応の基本方針とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重

視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合わせて災害に

備えていきます。  

（２）各主体相互の協調  
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地域の防災力を向上させるためには、市民、企業、市、その他防災関係機関が自らの責任

を果たすと同時に、相互に協調した取組を進めることが基本です。また、国や県の支援も重

要です。  

（３）対策の総合的な展開  

長期的には災害に強い安全なまちづくりを進めながら、都市の防災性の向上を図ること、

災害の発生に備えた事前準備を進めること、想定される被害の様相に対応した応急活動対策

を定め、その実効性を確保するための訓練等に努めること、さらに復旧・復興対策の検討等

と調和を保ちながら総合的に展開していきます。 

（４）防災に関する諸対策の推進  

防災に関する諸対策の推進にあたっては、市民、企業等の主体的な取組と最も密着した市

の役割が大きいことから、本市は、これらの取組が円滑に進むよう、国及び県との連絡・調

整に努め、必要に応じて支援を受けるとともに、所掌する施設等の防災性の向上に努めま

す。 

（５）地域の連携  

災害発生時には、市民、地域の主体的な取組と本市の防災力が一体となった対応を図るこ

とが、被害を軽減、減少させることにつながります。そのため、市民の一人ひとりが「自ら

の身は、自ら守る。皆のまちは、皆で守る。」ことが大切であるとの認識を持ち、平常時か

ら食糧、飲料水等の備蓄や防災訓練への参加などの事前の準備を行うとともに、災害発生時

には自らの安全を守る行動、初期消火活動、近隣の災害時要援護者等の救助、避難所におけ

る自発的行動、自主防災組織、消防団、企業、ボランティア等と連携した防災活動を実施す

ることが重要です。 

（６）広域的な連携  

消防力等を最大限に発揮するとともに、被害状況と応急対策活動の状況を把握し、応援体

制を活用するなど、防災活動を機動的に推進することが重要です。本市は、広域的な応援を

受けることが必要と認められるときは、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）などの関

係法令及び相互応援協定により、国、県、他市町村等に対して協力・支援を求めます。  

（７）関係機関との連携・調整  

平常時では鎌倉市防災会議において、各種対策の実施状況を把握し、地域防災計画の進捗

の調整を図ります。また、災害発生時には、県や防災関係機関と連携を図りながら、災害対

策本部において市域における応急活動対策の調整を行います。 

２ 女性の視点を踏まえた取組  

被災時における男女のニーズの違いに十分配慮し、避難所において被災者の良好な生活環境

が保たれるよう努めるとともに、防災に関する政策・方針決定過程や災害現場における女性の

参画を拡大するなど、男女共同参画の視点を意識した地域防災計画の推進に努めます。  

３ 鎌倉市業務継続計画（ＢＣＰ）の運用  

本市では、災害等が発生した際に、災害応急業務について全力で取り組むとともに、市民の

生活に重大な影響を与える通常業務についても、中断することなく継続して遂行していくため

の体制を整備し、地震災害時における鎌倉市業務継続計画（ＢＣＰ）の運用に努めます。 
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４．歴史的遺産と共生するまちづくり 

～世界遺産のあるまちをめざして～ 

〈現状と課題〉 

鎌倉市は、豊かな緑に囲まれた多くの歴史的遺産と人の暮らしが共存するまちです。鎌倉の持

つこうした魅力は、先人達のたゆまない努力により築きあげられ、長い歴史の中で見舞われた災

害などを乗り越えてきました。市民の誇りであるこの魅力や個性は、世界的に価値ある人類共通

の遺産として、大切に守るとともに、内外に向けて発信していく必要があります。 

平成４（1992）年、「古都鎌倉の社寺ほか」が、国（文化庁）により、今後登録推薦していく

物件を示す「暫定リスト」の中に記載され、ユネスコに提出されました。これをきっかけに、本

市でも、貴重な歴史的遺産を、末永く、確実に保全していくことを重要な取組と位置付け、平成

８（1996）年からの第３次鎌倉市総合計画第１期基本計画に「世界遺産一覧表への登載」を明記

し、世界遺産登録をめざすこととしました。 

その後、学術調査、構成資産の整備、推薦書原案の基礎資料作成など、世界遺産登録に向けた

取組を、市民、事業者、学識経験者、関係機関との協力・連携の下に進める中で、神奈川県・横

浜市・鎌倉市・逗子市（４県市）世界遺産登録推進委員会において、「武家の古都・鎌倉」とし

ての推薦書原案を作成しました。 

平成 24（2012）年１月には、国からユネスコ世界遺産センターへ正式に推薦書が提出され、同

年９月の現地調査やイコモス（国際記念物遺跡会議）専門家会議を経て、平成 25（2013）年４月

30 日、イコモスから「武家の古都・鎌倉」に対する「不記載」の勧告が出されました。これを受

け、世界遺産登録にともに取り組む４県市で協議を行い、再推薦への最善の道として、取下げの

意向を国に伝え、同年６月、推薦書が取り下げられました。 

イコモスの勧告では、「武家の古都・鎌倉」は、「現在の構成資産では、主張する価値のうち

武家の精神的な側面は示されているが、防御的側面については部分的にのみ示されており、さら

にその他の観点（都市計画、経済活動、人々の暮らし）についての証拠が欠けているという完全

性の観点、及び比較検討の観点から、顕著な普遍的価値を証明できていない。」とされました。

また、「資産に影響を与える要因」として、「都市的圧力（建築物、交通）及びさまざまな自然

環境リスク（地震、津波、嵐、火災）が資産に対する主たる脅威であると考える。もし観光客に

よる来訪をコントロールすることができなければ、これもまた資産の保全に悪影響を及ぼす圧力

となり得る。」とされました。 

これまでも、世界に誇る貴重な歴史的遺産を保全・活用し、後世に伝えるとともに、その文化

の保存・継承に努めていくことを都市の将来目標に位置付けてきました。今後は、さらに鎌倉の

歴史や文化を身近に感じ、海や山などの自然を大切にする気持ちを育みながら、歴史的遺産の保

全にとどまらず、市民が暮らしやすく、誇りに思えるまちづくりを進めます。 

それにあたっては、世界遺産のあるまちをめざす視点もあわせ持ち、行政分野全般にわたって、

諸課題の解決に向けた取組を進めていく必要があります。 
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〈計画の推進に向けた考え方〉 

１ 鎌倉の魅力や価値の共有 

鎌倉の歴史的遺産は、文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）や古都保存法などの各種法律

を活用することにより守られてきました。今後は、これまでの取組に加え、市民・事業者・行

政が一丸となって、歴史的遺産と人の暮らしが共生するまちづくりに向けた取組を進めること

が求められます。そのためには、まず、市内の小・中学校をはじめとする教育機関等との連携

による学ぶ機会の充実のほか、幅広い世代へ多様な学習機会を提供することなどを通じて、市

民が鎌倉の魅力や価値を共有することで、これらの遺産を確実に守り、後世に伝えることにつ

なげていきます。 

２ 「住み続けたい、住んでみたい、訪れたい」まちづくりに向けて 

（１）歴史的遺産の保全 

史跡の指定や保存管理、公有地化を進めるとともに、文化財の発掘調査や保存修理を進め

ることで、本市の貴重な歴史的遺産の保全に努めます。また、鎌倉のまちづくりの歴史や風

致景観に配慮しつつ、多くの歴史的遺産をいかに災害から守るかという課題についても検討

を進めます。 

（２）景観向上の促進 

古都保存法や景観法（平成 16 年法律第 110 号）などの法制度だけでなく、条例その他さま

ざまな手法を活用して適正な規制誘導を行うことで、景観向上に努めます。 

（３）「人」優先の交通環境の実現 

パーク＆ライドなど、交通需要マネジメント施策を展開するとともに、公共交通機関への

利用促進を図り、流入交通量の増加を抑え、快適な交通環境を確保します。併せて、関係機

関等と連携を図りながら道路整備を進め、歩行空間の改善に向けた検討を進めます。 

（４）防災対策の推進 

防潮堤、防潮扉などの海岸保全施設の整備に向けた取組や、津波避難路の整備など、市

民・観光客等の安全対策を進めます。 

（５）観光と市民生活の両立 

観光と市民生活の二面性を両立させ、歴史や文化を継承し、観光を通じたまちづくり、人

づくりによって市民や観光客が豊かな生活・観光を享受できるように努めます。 

（６）環境美化の促進 

散乱ごみ対策や路上喫煙対策など、まち美化の取組を進めます。 

３ 世界遺産登録の推進 

鎌倉の貴重な歴史的遺産を守り伝えていくための具体的な取組の一つに世界遺産登録がありま

す。世界遺産のあるまちをめざすための基盤を整えるとともに、世界遺産登録に結びつくコン

セプトの再検討を進めます。 
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第３期基本計画 施策の方針 

 

序章 施策の展開に向けて                    

「第３期基本計画 施策の方針」は、基本構想に示されている考え方及び６つの将来目標に沿っ

た政策分野ごとの施策の方針を示しています。基本構想に連なる政策・施策体系や市の主な取組を

わかりやすくお示しし、円滑に進行管理を行っていくため、24 の政策分野と 51 の施策の方針に整

理しました。 

計画期間内に特に優先する取組について 

本市が示す 51 の施策の方針は、基本構想の実現に向けて、全て必要な取組と位置づけています。

しかしながら、全ての施策を等しく実施していくことは容易なことではありません。 

そこで、これらの施策の方針の中でも、特にこの６年間の計画期間で集中的に経営資源を投入し

て優先する取組を設定しました。少子高齢社会への対応や地域経済の活性化など解決するべき課題

が多くありますが、その中でも、東日本大震災の甚大な被害を経験した後に策定する総合計画とし

て、市民の生命を守り、安全を確保することが、全てに優先する取組であるため、この計画期間内

においては、防災・安全の分野を中心とした「安全な生活の基盤づくり」につながる取組を優先的

に進めます。 

その他の取組については、「第３期基本計画の概要」「第２章 計画の推進に向けた考え方」の

「１．市民自治」と「２．行財政運営」に示した考え方に沿って実施に努め、今後の財政状況によ

っては、さらに取組内容の見直しや期間の変更などの厳しい選択が必要になることも想定されま

す。 

「安全な生活の基盤づくり」につながる取組を具体的に実践するためには、何よりも、市民の自

主的な取組が必要不可欠となります。 

『自らの身は、自ら守る。皆のまちは、皆で守る。』 

この考え方を基本軸として、市民一人ひとりの意識の醸成を図るとともに人づくりや地域づくり

を進めることが、未来の鎌倉のまちを創るための礎石となり、次の計画にも引き継がれていきま

す。 

 

 

第１章 人権を尊重し、人との出会いを大切にするまち 

（１）平和 

① 平和推進事業の充実 

～平和を基調にした世界に誇れる鎌倉の実現をめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市は、昭和 33（1958）年に人類普遍の願いである平和を願い、平和都市宣言を他

の地方公共団体に先駆けて行いました。 

・ 平和都市宣言及び鎌倉市民憲章の精神に基づいて、平和の集いなど平和意識の醸成
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を図るための平和推進事業を、市民主体で行ってきました。これらの市民活動が、

平和を支える文化的な豊かさを形成してきたといえます。 

・ 今日、私たちを取り巻く状況は環境、貧困、民族対立、紛争、難民、核兵器など多くの

地球規模の課題を抱えています。 

・ 平和推進事業への若い世代の参加がとりわけ少なく、また、戦争体験者など平和の大切

さを直接訴える語り部の高齢化が進んでいます。 

〈課題〉 

・ 平和に関する意識の次代への引継ぎ 

・ 市民の平和意識の醸成、平和推進事業への参加の促進 

○ 目標とすべきまちの姿 

若い世代も含め、市民一人ひとりの平和意識の醸成が図られることで、平和を基調にした

世界に誇れるまちとなっています。 

平和都市宣言及び鎌倉市民憲章について、さらに周知が図られています。 

○ 主な取組 

１．平和推進事業の実施 

平和の尊さを訴えるため、市民との協働により、特に若い世代が関心を寄せられる

ような平和推進事業を実施します。 

（２）人権 

① 人権施策の充実 

～市民一人ひとりの人権が尊重される社会の形成をめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 基本的人権は憲法で保障されています。本市では、人権をめぐるさまざまな状況を踏ま

え、平成 16（2004）年に、人権施策を推進していくうえでの基本的な方向性を示す「か

まくら人権施策推進指針」を策定しました。しかしながら、今なお、人種や国籍、性、

障害などによる因習的な差別やいじめなど、さまざまな人権問題が発生しています。さ

らに、近年では、社会状況の変化に伴って、児童虐待やドメスティック・バイオレンス

（ＤＶ）、性的少数者に対する差別など、新たな人権問題も発生しています。また、東

日本大震災で顕在化した施設内でのプライバシー侵害、女性への暴力などの災害時の人

権問題や学校でのいじめの深刻化など、人権問題は多様化・複雑化しています。 

・ 性別による差別の解消など、男女共同参画社会を実現するためには、なお一層の努力が

必要なことから、平成 19（2007）年１月に鎌倉市男女共同参画条例を施行しました。 

〈課題〉 

・ 人権意識の啓発及び人権教育の推進 

・ 複雑化・深刻化する人権問題への対応 

・ だれもが意欲に応じて、あらゆる分野で活躍できる社会へ向けた体制整備 

・ 男女共同参画社会の形成に向けた啓発活動 

・ 男女それぞれの視点による男女共同参画の取組の推進 
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○ 目標とすべきまちの姿 

人権問題が複雑・深刻化するなかで、「かまくら人権施策推進指針」に基づく施策の充実

や、学校・家庭・地域間の緊密な連携により人権教育を推進することで、だれもが市民とし

て尊重され、あらゆる分野への参画ができる社会になっています。 

特に、行政、市民、地域社会、事業者など社会全体で男女共同参画社会の形成に取り組む

ことで男女共同参画の意識が根付き、子育て・介護などの家庭責任の男女間での分担、労働

環境の向上、地域社会での助け合い、支え合いが実現しています。 

○ 主な取組 

１．人権意識の醸成 

（１） 市民一人ひとりが、人権問題へ関心を寄せ、他者を思いやり、行動することができ

るよう、人権啓発の方法等を工夫し、より効果的な啓発活動の推進に努めます。 

（２） 学校・家庭・地域が緊密な連携を図りながら人権教育を推進するため、学習・相談・

交流等の機会を設けます。 

２．人権関係機関との連携 

関係機関と連携し、人権に関する相談・救済支援体制の整備・充実を図ります。 

３．人権施策の充実 

昨今の人権を取り巻く環境の変化を踏まえ、「かまくら人権施策推進指針」の必要な改

訂を行い、それに基づき、市民、事業者、ＮＰＯ等とともに、さらに、人権施策の推進を

図ります。 

４．だれもが参画できる社会の推進 

政策・方針決定の場など、社会のあらゆる分野へだれもが参画できる社会をめざします。

特に、女性の参画を推進する視点から、審議会等委員における男女比の均衡に努めます。 

５．男女共同参画社会実現のための総合的な施策の実施 

条例に基づき、行政、市民、関係機関・団体、事業者等が相互に連携・協力しあい、男

女共同参画社会実現のための施策を実施します。 

（３）多文化共生社会 

① 多文化共生社会の推進 

～さまざまな国籍・文化の人々が安心して暮らせるまちづくりを推進します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 市場経済が世界規模で拡大し、人、資源、金、技術、情報などが国境を越えて移動する

グローバル化の加速は、政治、文化、社会など私たちの生活のあらゆる分野にさまざま

な影響を及ぼしてきています。少子高齢社会が進む一方で日本を生活の本拠地にして定

住する外国人は増え続けている状況にあります。 

・ グローバル化が進む中で、市民及び市民団体の活動が多様化し、また、主体的なものと

なってきています。行政の役割も、従来の活動を主導し推進することから、市民や市民

団体の活動を側面から支援することへと変化しています。 

〈課題〉 
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・ 多文化共生への理解の推進 

・ 外国籍市民と日本人のコミュニケーション支援 

○ 目標とすべきまちの姿 

国籍や民族の異なる人々が互いの文化を認め合い、情報交換や情報発信がさらに促進され

るとともに、公共施設利用案内の翻訳や改善が行われ、だれもが安全で安心して暮らせるま

ちとなっています。 

○ 主な取組 

１．多文化共生社会への理解 

学校教育や生涯学習の場で、国際教育や平和教育、人権教育の推進に努めます。 

２．外国籍市民が暮らしやすい環境の整備 

外国籍市民への情報提供の充実と、意見の反映に努めます。 

３．国際交流・協力活動への支援・促進 

利用できる制度の紹介をはじめ、効率的な情報提供を行います。 

市と市民・市民団体が連携しながら、ネットワーク化や情報の共有化を図るとともに、

活動の拠点づくりをめざします。 

姉妹都市等提携都市との交流活動、国際協力活動又は国際理解活動の促進を図ります。 

 

 

第２章 歴史を継承し、文化を創造するまち 

（１）歴史環境 

① 歴史的風土の保存 

～歴史的遺産と一体となった自然的環境の保存を推進します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市の豊かな歴史的風土は、古都保存法によって、歴史的遺産と背後の自然的環境が一

体となって保存され、世界に誇れるものとなっています。 

・ 神奈川みどり計画（平成 18（2006）年３月策定）、鎌倉市緑の基本計画（平成８（1996）

年４月、平成 23（2011）年９月改訂）では、歴史的風土特別保存地区の指定拡大の方向

性を示しています。 

〈課題〉 

・ 歴史的風土特別保存地区の指定拡大 

・ 歴史的遺産と一体的に構成される山稜部の管理・保全 

○ 目標とすべきまちの姿 

国指定史跡、歴史的風土保存区域内の枢要な地域に恒久的保存措置が施され、歴史的遺産

と自然的環境が保存されています。 

○ 主な取組 

１．歴史的風土特別保存地区の指定拡大 

歴史的風土保存区域内の枢要な地域の恒久的保存措置に努めます。 
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２．歴史的遺産と一体的に構成される山稜部の保存管理 

歴史的遺産と一体的に構成される山稜部について、関係機関等と連携・調整を図り、保

存管理に努めます。 

② 史跡の指定、保存・管理、整備及び活用 

～鎌倉の貴重な歴史的遺産を守ります～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市は、三方を山に囲まれ、一方を海に開く地形的な特徴を有しており、谷戸や海浜な

どに鶴岡八幡宮境内や北条氏常盤亭跡、和賀江嶋など31箇所の国指定史跡があり、県指

定、市指定を含め市内に 42箇所の史跡があります。 

・ これまでにも、史跡の公有地化や整備に取り組んでいます。 

〈課題〉 

・ 史跡の公有地化 

・ 新たな国指定史跡の指定 

・ 史跡の保存 

○ 目標とすべきまちの姿 

歴史的・学術的に重要な遺産については、順次、史跡指定などの手続きが進められ、保存

管理計画のもと、適正な管理により保護されています。 

また、整備された史跡については、公開・活用が図られています。 

○ 主な取組 

１．史跡の公有地化 

国指定史跡である永福寺跡、鶴岡八幡宮境内（御谷地区）、北条氏常盤亭跡及び東勝寺

跡等の保全を図るため、必要に応じて公有地化を進めます。 

２．新たな史跡の指定 

歴史的・学術的に重要な遺産について、新たに国指定史跡等の指定に向けた検討、準備

を進めます。 

３．史跡の管理、整備及び活用 

国指定史跡の適切な保存管理を図るため、保存管理計画の策定を進めます。国指定史跡

の整備・活用に向けて検討を進めるとともに、維持管理に努めます。 

４．史跡永福寺跡の環境整備 

史跡永福寺跡については環境整備事業を進め、将来、史跡（歴史）公園として整備・活

用を図ります。 

③ 文化財の保存、調査・研究、情報の充実 

～文化財を保存・継承します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 中世の政治の中心地であった本市には、有形・無形文化財、民俗文化財、記念物などの

多くの文化財が存在します。 
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・ 本市は、旧市街地を中心に中世の遺跡が多く残る全国でも珍しい地域であり、市域の６

割以上が埋蔵文化財包蔵地となっています。 

・ 埋蔵文化財包蔵地内における住宅の建替え・工事等により地中の埋蔵文化財が失われる

場合には、発掘調査を実施し記録の保存を行っています。 

〈課題〉 

・ 文化財の保護・継承体制の強化 

・ 発掘調査体制の強化 

・ 文化財に関する情報発信 

・ 伝統芸能の保存・継承 

○ 目標とすべきまちの姿 

文化財保護体制の強化により、文化財指定件数が増え、文化財の適切な保存が図られ

ています。 

発掘調査体制が強化され、市内遺跡の発掘調査及び報告書刊行が円滑に行われています。 

文化財資料がデータベース化され、出土品、歴史資料等の整理、保管がなされています。 

保管する文化財は展示施設等で一般に公開されるとともに、文化財の調査・研究の成果は、

学校教育・生涯学習事業と連携し、市民への情報として発信されています。 

郷土芸能大会などによる情報発信により、伝統芸能の保護・技術の伝承が図られています。 

○ 主な取組 

１．文化財の保護・継承体制の強化 

（１） 文化財の保護を図るため、出土品、民俗資料及び中世鎌倉を中心とした鎌倉の歴史

資料の整理・保管を継続するとともに、文化財の指定・登録等を推進します。 

（２） 発掘調査研究、文化財の保存修理及び市民等との協働による史跡の適切な維持管理

等の推進により、文化財保護の取組を進めます。 

（３） 鎌倉国宝館の文化財保護施設としての活動・機能の充実を図り、文化財の保護・継

承に努めます。 

２．発掘調査体制の強化 

埋蔵文化財の包蔵地が市域の６割以上という本市の特殊事情を踏まえ、発掘調査・研究

体制の強化・充実を図り、本市の特殊事情にあった手法による発掘調査を実施します。 

３．文化財に関する情報発信 

（１） 鎌倉の歴史資料等の公開及び学習の場となり、新たな文化的発信拠点となる施設の

整備を推進します。 

（２） 鎌倉国宝館において、保管する文化財を一般公開するとともに、研究成果の公開の

場として講座を開催するなど、公立博物館として生涯学習事業・学校教育事業を支援

します。 

４．伝統芸能の保存・継承 

伝統芸能を保存・継承するため、後継者の育成や資料の保存を図ります。 

（２）文化 

① 文化活動の支援・推進 
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～伝統、新たな文化の創造発信のため、文化活動の振興を推し進めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 価値観やライフスタイルの多様化が進むなかで、市民の自主的で創造的な文化活動が活

発になっています。 

・ 本市は先人から引き継がれた貴重な歴史や文化とともに、進取の気性に富んだ感性豊か

な市民に恵まれています。 

・ 近代鎌倉の風土が生み出した本市ゆかりの文学や絵画などの作品が多くあります。 

・ 鎌倉芸術館をはじめ文化施設は設備等の老朽化が著しく、今後、多額な修繕費を要しま

す。 

・ 若い世代による新たな発想による文化活動の試みが始められています。 

・ 「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律」が平成 24（2012）年６月に施行され、実演芸

術の振興が求められています。 

〈課題〉 

・ 鎌倉市文化推進プラン 21に基づいた歴史と文化の総合的な活動の推進 

・ 鎌倉市公共施設再編計画基本方針に基づく文化施設全体のあり方の検討 

○ 目標とすべきまちの姿 

文化活動の場や機会の提供、市民の自主的文化活動や若い世代への文化活動の支援、さら

に、文化施設等の連携や、市民・事業者・ＮＰＯ等の連携によりさらなる文化活動の推進が

図られています。 

文化施設は、鎌倉市公共施設再編計画基本方針に基づき整備され、文化資源が適切に整理・

保存・活用されています。 

○ 主な取組 

１．文化活動の条件整備 

市民が身近な場所で、実演芸術の鑑賞や、気軽に文化活動へ参加できるよう、機会や場

の提供、情報の充実を図ります。 

２．文化施設の整備 

鎌倉市公共施設再編計画基本方針に基づき、文化施設の整備や修繕を進めます。 

３．文化活動の推進 

（１） 鎌倉市文化推進プラン21に基づき、歴史的遺産や文化資源を活用して、来訪者にも

歴史と文化が生きる鎌倉を発信します。 

（２） 歴史文化を包括した文化施設等の活用を進めるとともに、市民・事業者・ＮＰＯ等

との連携を図りながら、本市は市民の力を結集することで、市民の文化・芸術活動を

推進します。 

（３） 若い世代が行う多様な文化活動の支援を進めます。 

 

 

第３章 都市環境を保全・創造するまち           
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（１）みどり 

① 緑の保全等 

～緑地保全及び創造に努めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 緑は、市民生活にうるおいとやすらぎを与えるとともに、生態系の維持、大気の浄化、

災害防止などの役割を果たしています。 

・ 本市では、平成８（1996）年に全国に先駆けて緑の基本計画を策定し、緑の保全等を推

進してきました。 

・ 都市環境を支える緑を保全するため、地域制緑地の指定等により緑地の保全を図り、首

都圏近郊緑地保全法に基づく、近郊緑地保全区域（約51ヘクタール）の指定拡大、近郊

緑地特別保全地区（約 131 ヘクタール）の指定や、都市緑地法に基づく、新たな特別緑

地保全地区５箇所（約 19.7 ヘクタール）の指定、１箇所（約１ヘクタール）の拡大にい

たりました。 

・ 市民、公的な緑化推進団体との連携により、啓発活動や組織の育成を行ってきました。 

・ 環境基本法の基本理念にのっとり、生物の多様性の保全及び持続可能な利用について、

基本原則等を定めた「生物多様性基本法」が平成 20（2008）年６月に施行されました。 

・ 平成 24（2012）年４月１日、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律（第２次一括法）」の施行に伴い、都市緑地法が

改正され、神奈川県から一部の権限や事務が市へ移譲されました。 

〈課題〉 

・ 都市環境を支える緑の保全・創造 

・ 緑の質の充実 

・ 身近な緑の保全・創造 

・ 地域主権改革に基づく土地の買入れ事務に対する対応 

・ 生物多様性保全対策 

○ 目標とすべきまちの姿 

国・県との適正な役割分担による広域的な緑地保全・管理施策が進められています。また、

より充実した施策により、緑地の質が高まっています。 

土地所有者・市民をはじめ、関係機関等の協力により、地域制緑地の指定が充実し、国・

県・市の間での役割分担が適正に行われることで、着実に施策が進捗しています。 

市民の自発的な緑に関する活動が活発に行われています。 

○ 主な取組 

１．緑の基本計画の推進 

緑に関する施策と景観に関する施策の一体的な展開を図ります。緑の基本計画に基づき、

引き続き、地域制緑地の指定等による緑地の保全、緑化の推進等に努めます。 

２．緑地の質の充実 

良好な緑地環境を保全するため、国・県と協力しながら、緑地管理に関する広域的な施
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策展開を図ります。また、緑地保全施策の充実により、緑地の質の充実に努めます。 

３．身近な緑の保全･創造 

市民の発意と行政の連携による緑地保全制度の確立と、緑化地域指定に向けた関係機関

等の調整を図ります。 

② 都市公園等の整備・管理 

～地域特性や利用者のニーズに対応した都市公園等を整備・管理します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 公園や緑地は、散策・レクリエーション活動の場や防災空間として、また、うるおいや

やすらぎの場として、市民生活に欠くことができない都市空間を形成していますが、少

子高齢社会の進展、余暇ニーズの多様化・高度化、また、環境・景観・安全等への意識

の向上から、求められる公園像等が大きく変化しています。 

・ 身近な小さな公園のみならず大規模公園においても、市民の自主的活動がみられるよう

になってきました。 

・ 大規模な公園については、社会的環境を踏まえつつ、その土地のもつ自然的環境を最大

限利活用する内容で整備等を進めています。 

・ 小規模な街区公園は、その多くが開発行為に伴って設置されたため、分布が著しく偏在

しています。また、そのほとんどが 20年を経過しても、ほぼ当時の状態で存置されてお

り、維持管理を行っているものの、全体的に施設等の老朽化が目立っています。 

・ 開発行為等で移管・設置された緑地は、二次開発を抑止し、景観的にも良好な住環境の

形成に大きく寄与してきました。しかし、用地買収や寄付により、管理すべき緑地が年々

増加していることから、維持・管理が追いついていないのが現状です。 

〈課題〉 

・ 公園の整備 

・ 公園施設の老朽化等への対応 

・ 緑地の維持・管理 

・ 生物多様性保全対策 

○ 目標とすべきまちの姿 

都市公園等は、地域の特性や利用者のニーズに対応した整備・活用がされることにより、

市民の憩いの場となっています。また、近隣住民の活発な参画・協働により、効率的に運営・

管理されています。その結果、市民１人あたりの公園面積 14.6 ㎡を確保しています。 

指定管理者制度やＮＰＯとの協働により、公園は適正に管理されています。さらに、老朽

化した公園のリニューアル等にあたっては、市民との議論の場を設けて、市民のニーズを反

映しています。また、公園施設の長寿命化計画に基づく改築・更新により、ライフサイクル

コストの縮減を図っています。 

野生生物の生息・生育地として、自然の生態系と調和した都市公園等が整備され生物多様

性が保全されています。 

○ 主な取組 
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１．多種な都市公園等の整備 

（１）鎌倉広町緑地、（仮称）山崎・台峯緑地などについて整備を進めるとともに、地域の

特性や利用者の利便性、多様化するニーズに対応した公園の整備に努めます。それぞ

れの緑地の特性に合った整備・活用に努め、緑とふれあい、楽しく、快適に集い、憩

える場の創出を図ります。 

（２）公園の借地方式による効率的な整備が可能なことから、こうした手法も視野に入れて

近隣住民の参画・協働による公園の整備に努めます。 

２．都市公園等の適正な管理  

指定管理者制度の導入やＮＰＯ等との協働により、市民が快適に利用できる空間を創出

するよう、都市公園の適正な維持管理を図ります。 

３．公園施設の老朽化等への対応 

ワークショップ等の手法を活用して、老朽化した公園のリニューアルを図るとともに、

公園施設長寿命化計画に基づき、ライフサイクルコストの縮減に努めます。 

４．緑地の適正な管理 

緑地の質の向上をめざすとともに、防災等の観点から、緑地の適正な維持・管理を図り

ます。 

（２）都市景観 

① 良好な都市景観形成事業の推進 

～景観資源を保全・活用した豊かな景観形成を進めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 鎌倉は都市形成の歴史や自然環境との関わり方から、三方を山に囲まれ南に海が開ける

古都鎌倉（古都景域）と、丘陵部の緑に取り囲まれた都市的土地利用が進む新しい鎌倉

（都市景域）の２つの景域に分けることができます。 

・ 古都鎌倉、新しい鎌倉とともに、自然環境、歴史的遺産を守り、育む先人たちの努力に

よって地域固有の景観が今に受け継がれてきました。 

・ 鎌倉の都市景観の特色は、山懐に抱かれた佇まいで、谷戸の中に溶け込むまち並みや緑

を背に海に向かって開けるヒューマンスケールのまち並みがその特徴です。また、昔か

らある寺社や切通しに加えて、明治期から昭和初期にかけて築造された建築物など、歴

史的文化的価値を有する景観資源が周囲のまち並みや自然的環境と程よく調和し、鎌倉

らしい都市景観を創り出しています。 

・ 一方で、土地利用の転換などにより、鎌倉の良好な景観的特性が失われてしまったり、

景観的まとまりが薄くなっている箇所が見受けられます。 

・ 平成 16（2004）年に景観法が制定され、景観形成がまちづくりを進めるうえでの重要な

要素の一つとして位置づけられ、本市では平成 19（2007）年に景観計画を策定し、平成

20（2008）年には古都鎌倉の市街地の広い範囲に景観地区の都市計画を定め、景観法に

基づく良好な景観形成に向けた基盤づくりを推進する制度を整えました。 

・ 平成 23（2011）年に指定した景観整備機構による景観形成協議会の支援など、市民・事
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業者・ＮＰＯ等との協働が進んでいます。 

・ 本市独自の制度等により、違法な屋外広告物の量は大幅に減少しましたが、近年は掲出

方法を含めた屋外広告物の質を高めることへの市民要望が寄せられています。 

〈課題〉 

・ 地域固有の景観の質の向上と継承 

・ まち並みと調和した景観形成 

・ 市民・事業者・ＮＰＯ等との協働の推進 

・ 屋外広告物の適正な規制・誘導 

○ 目標とすべきまちの姿 

都市の歴史をほうふつさせ、また自然環境の豊かさを視覚的に認識できる魅力的な都市景

観が形成されています。 

地域の貴重な景観資源が保全されるとともに、景観資源を活用した地域ごとの個性豊かな

景観が形成されています。 

緑で分節化されたヒューマンスケールな都市特性を生かし、地域の個性を重視した風格の

ある都市景観が形成されています。 

市民・事業者・ＮＰＯ等の協働により、景観的な視点からの総合的なまちづくりが推進さ

れています。 

○ 主な取組 

１．良好な都市景観形成の誘導 

（１）景観法を活用し、景観形成の視点から総合的な施策展開を行います。鎌倉の自然環境

と歴史的遺産が融和した景観特性に配慮し、地域の個性を生かした景観形成を推進し

ます。公共性の高い視点からの優れた眺望景観を保全・創出するため、眺望に配慮し

た市街地の景観形成を進めます。 

（２）商業地におけるにぎわい、工業地における整然とした空間、住宅地の緑豊かなゆとり

ある空間の維持など、都市の活力や地域イメージの向上などに配慮し、土地利用計画

に沿った景観形成を誘導します。特に、景観的な配慮が求められる地区では、重点的

に景観形成を進めます。地域の貴重な景観資源を生かした景観形成を推進します。 

２．都市景観形成事業の推進 

（１）良好な都市景観形成を進めるためには、市民・事業者・ＮＰＯ等の自主的な活動だけ

ではなく、行政も、周辺環境や地域の個性に配慮した能動的な取組や支援が必要です。 

（２）都市の骨格であり景観上重要な公共施設（道路、海岸、河川等）において、国、県な

ど関係機関との相互調整により、公共空間の質の向上に努めます。 

３．市民・事業者・ＮＰＯ等との協働 

（１）市民・事業者・ＮＰＯ・行政のそれぞれの責任や役割を明確にし、協働による景観形

成を進めます。 

（２）次代を担う若年層に対し、教育機関等と連携した広報活動や教育活動を推進します。 

４．屋外広告物等の質向上への取組 

屋外広告物等は、まち並みを構成する重要な要素であることを踏まえ、鎌倉にふさわし
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い質の高いデザインとなるような適正な誘導を図ります。 

（３）生活環境 

① ３Ｒの推進・ごみの適正処理 

～循環型社会の形成をめざし、ゼロ・ウェイスト社会の実現に向けて、ごみの減量・資源化

を推進します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 現代の大量生産、大量消費､大量廃棄の社会のあり方や国民のライフスタイルによって、

天然資源やエネルギーが大量に消費され、環境への負荷が大きくなっています。 

・ 本市では、市民、事業者、行政が一体となり、さまざまなごみの資源化に取り組んでき

た結果、平成７（1995）年度の焼却量約 70,000 トンが平成 15（2003）年度には約 44,000

トン、平成 23（2011）年度には約 39,100 トンまで減少しました。一方で、家庭や事業所

からのごみ・資源物発生量（総排出量）は、過去 10年来、横ばいの状態です。 

・ 家庭系ごみの戸別収集モデル事業の実施、事業系ごみの分別の徹底、家庭用生ごみ処理

機の普及促進等により、ごみの減量・資源化を進めています。 

〈課題〉 

・ 大量消費・大量廃棄型のライフスタイルの見直し 

・ ごみの発生を抑えた環境配慮型社会の形成 

・ 安定的なごみ処理体制の確立 

○ 目標とすべきまちの姿 

大量消費・大量廃棄社会からの脱却についての市民等の理解が浸透し、家庭系ごみ及び事

業系ごみの発生量は減少しています。 

ごみ焼却施設は計画的な更改、改修が進み、ごみの焼却効率が上がり、省エネルギーかつ

環境に配慮した資源の処理が可能となっています。 

ごみの発生抑制、再使用、循環資源の再生利用が市民生活に根付き、市民、事業者、市が

協働して、安定的で着実なごみ処理が行われています。 

○ 主な取組 

１．大量消費・大量廃棄型のライフスタイルの見直し 

「ごみを持ち込まない」、「ごみを作らない」、「ごみを出さない」社会づくりのため、

ライフスタイルの見直しや生産販売事業者への呼びかけを行います。市民、事業者、滞在者、

行政による協働、連携体制をより推進し、ごみの総排出量の削減に努めます。 

２．ごみの発生を抑えた環境配慮型社会の形成 

本市は、これまでもごみの減量・資源化に取り組んできましたが、今後さらにごみの発

生抑制、再使用、再生利用を進める施策を推進します。 

３．安定的なごみ処理体制の確立 

ごみ処理にかかる技術的進歩の動向、社会経済情勢の動向を注視し、本市に最も適した

ごみ処理体制の構築に努め、ごみの減量・資源化に取り組みます。 

また、財政的負担も踏まえ、効率的かつ安定的なごみ処理を行うため、民間活力の活用
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も視野に入れたごみの処理体制の確立に努めます。民間活力の導入にあたっては、処理コス

ト削減の視点だけでなく、市民サービスの向上や将来にわたる安全面も考慮して進めます。 

② 環境汚染の防止 

～環境汚染のない、快適な生活環境が保全されたまちをめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 市民の環境保全に対する意識の高まりとともに、大気汚染、水質汚濁、騒音など環境問

題への対応もより複雑化しています。 

〈課題〉 

・ 環境汚染への対応 

○ 目標とすべきまちの姿 

市民の環境保全に対する意識が高く、大気汚染、水質汚濁、騒音等による公害の発生が抑

制され、快適なまちづくりが推進されています。 

環境汚染等の公害が発生した場合に適切な指導、対策等が実施され、地域の環境は良好に

保全されています。 

○ 主な取組 

１．環境汚染への対応 

調査･測定を通して、大気、水質、騒音等の環境を監視するとともに、法令に基づいて事

業所への指導を行い、環境汚染のない快適な生活環境の確保のための取組を継続します。 

③ まちの美化 

～市民やＮＰＯなどとの協働で美しいまちをめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ まちの散乱ごみは、まち美化統一クリーンデーやクリーンアップかまくら等の実施、ま

ち美化に自主的に取り組む個人や団体の活動などにより、成果があげられています。こ

の状態を維持・発展させて、だれもが、特別な意識をせずに、さまざまな場面でまちの

美化に関われる環境づくりが進められています。 

・ 落書きのないまちづくり行動計画（平成 20（2008）年度）を策定し、関係機関や市民等

と落書き防止の取組を開始しました。 

・ 鎌倉市路上喫煙の防止に関する条例（平成 21（2009）年４月）を制定し、喫煙者の喫煙

ルールの遵守を定めました。 

〈課題〉 

・ ごみ散乱防止対策 

・ 落書き防止対策 

・ 路上喫煙防止対策 

○ 目標とすべきまちの姿 

散乱ごみや落書き防止に対する市民やＮＰＯなどとの協働により、古都鎌倉の美観に対す

る意識が多く持たれるようになり良好に保たれています。 
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市民参加によるまち美化活動を中心に、散乱ごみや落書き防止の取組に努めています。 

○ 主な取組 

１．ごみ散乱防止対策 

ごみの散乱防止は、観光客も含めた一人ひとりの意識の醸成が大切です。引き続きまち

美化に取り組む個人や団体と協力して、ごみ散乱防止対策に努めます。 

２．落書き防止対策の取組 

まちの美観や景観を損なう落書きは犯罪です。落書き防止条例に基づき、ＮＰＯや関係

機関等と連携を図りながら、まちの美観の維持・向上に努めます。 

３．路上喫煙防止対策の取組 

吸い殻散乱のない安全で快適な生活環境を保全するため、路上喫煙のマナーアップの取

組を進めます。 

④ 次代に向けたエネルギー・環境対策の推進 

～持続可能な循環型社会のシステムをめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 東日本大震災以降、原子力発電所の稼働停止による化石燃料への依存度が高まり、温室

効果ガスの削減はますます困難になっています。 

・ 本市では、平成 24（2012）年７月に「鎌倉市省エネルギーの推進及び再生可能エネルギ

ー導入の促進に関する条例」を施行しました。 

・ 地域におけるエネルギー政策のあり方や、安定確保に対する市民の関心が高まっており、

市民の安心な生活のために、地域におけるエネルギーの創出や有効利用を進める取組が

求められています。 

・ 家庭用におけるエネルギー消費は、生活の利便性・快適性を追求するライフスタイルの

変化や世帯数の増加等の社会構造変化の影響を受けて増大しており、家庭部門における

省エネルギーの推進は国でも喫緊の課題です。特に家庭部門の二酸化炭素排出量の割合

が多い本市では、家庭における省エネルギーの取組が重要になります。 

〈課題〉 

・ 省エネルギーの推進 

・ 再生可能エネルギー等の導入推進 

・ 効率的なエネルギー利用の促進 

・ 低炭素まちづくりの推進 

・ 環境教育の推進 

・ 環境負荷低減への取組 

○ 目標とすべきまちの姿 

省エネルギーの推進と再生可能エネルギー等導入に向けた理解が広まり、市民力、地域力

を発揮した取組が進展し、歴史と環境が調和した循環型社会システムが構築されています。 

本市の住宅、事業所、公共施設では、太陽光、太陽熱、燃料電池などの再生可能エネルギ

ー等の普及が進んでいます。 
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○ 主な取組 

１．省エネルギーの推進 

市民・事業者・市が主体的かつ積極的に省エネルギーに取り組めるよう、省エネ意識の

普及啓発や設備の省エネ化などの施策を展開します。また、市民の省エネルギーの対応及び

事業所における環境経営の取組を啓発するとともに、市役所も自ら地球温暖化対策などの環

境負荷低減に取り組みます。 

２．再生可能エネルギー等の導入推進 

太陽光などの再生可能エネルギー等の有効利用について検討し、家庭や公共施設への導

入推進を図ります。 

３．効率的なエネルギー利用の促進 

都市における未利用エネルギーの活用や、地域のエネルギーマネジメントについて検討

を進めます。 

４．低炭素まちづくりの推進 

都市全体のエネルギー構造を意識した公共施設配置の最適化や、緑地保全や緑化の取組、

風の道などのヒートアイランド対策、交通量抑制策などの取組を通して、エネルギー使用量

の削減につながる低炭素まちづくりを進めます。 

５．環境教育の推進 

環境教育を推進し、だれでもがどこでも環境保全活動を実践することをめざします。 

⑤ 野生鳥獣等への対応 

～鎌倉の生態系を守り、野生鳥獣等の保護を推進します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市域は、身近な鳥獣の生息地と位置づけられた鳥獣保護区に指定されていますが、近

年さまざまな要因（有害外来鳥獣など）による生態系の攪乱が懸念されています。 

・ 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律の制定により、神奈川県ア

ライグマ防除実施計画等種々の防除実施計画が策定され、これに基づいた取組を進めて

います。 

・ 環境基本法の基本理念にのっとり、生物の多様性の保全及び持続可能な利用について、

基本原則等を定めた「生物多様性基本法」が平成 20（2008）年６月に施行されました。 

〈課題〉 

・ 防除実施計画に基づく捕獲の施策 

・ 生物多様性保全対策 

○ 目標とすべきまちの姿 

法令等に基づく規制や啓発活動及び防除実施計画による捕獲等の推進により、生態系

の攪乱が懸念される有害外来動物の個体数が減少し被害が低減するなど、鎌倉の生態系

を守る取組が進められています。 

○ 主な取組 

１．野生鳥獣等への対応 
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鎌倉の生態系を守るため、野生鳥獣に対する餌付けの禁止などの啓発を進めます。 

２．有害野生鳥獣の防除 

特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律の施行を踏まえ、生態系の

攪乱が懸念される有害外来動物の防除と被害に対する広域的な対応を進めます。 

⑥ 海浜の環境保全 

～海浜の環境保全の取組を推進します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市にとって海浜は、丘陵部の緑や寺社などの歴史的遺産とあいまって鎌倉らしさを構

成する重要な要素であるとともに、市民のレクリエーション空間として、また海浜特有

の動植物の生息生育空間として重要な役割を持っています。 

・ 多様な側面をもつ海浜の管理は、一部を除き県の管轄です。 

・ 県が策定した「相模湾沿岸海岸侵食対策計画」に基づき鎌倉海岸では養浜を主体とした

侵食対策が進められています。 

〈課題〉 

・ 海浜の環境保全の推進 

・ 関係機関等との連携 

○ 目標とすべきまちの姿 

関係機関等との連携により、海浜が適切に保全されています。 

○ 主な取組 

１．海浜の保全と活用 

海浜の環境については、樹林地・河川・海浜を一体としたネットワークのなかで捉え、

関係機関等と連携を図りながら、その適切な保全に向けた取組を進めます。 

 

 

第４章 健やかで心豊かに暮らせるまち           

（１）健康福祉 

① 地域生活の支援サービス 

～だれもが健康で安心して生活を送ることができるまちをめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 核家族、ひとり暮らしなどの世帯が増加し、地域社会では相互扶助の意識・機能が

低下しています。このことは、地域社会の活性化を阻害し、コミュニケーション機

能を弱め、生活の場としての地域の質を低下させています。 

・ 高齢者や障害者をはじめすべての市民が、住み慣れた地域で安心して自立した生活

をおくり、社会参加していけるように、地域の中で生活を支える多様な相談・支援

体制の整備と必要なサービスを自らが選択できるような仕組みづくりを進めていま

す。 
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・ 成年後見や虐待防止など高齢者や障害者の権利擁護の取組を始めています。 

・ 厳しい雇用情勢のなか、失業、派遣切りなどにより安定した生計を営むことが困難

な世帯が増えています。 

〈課題〉 

・ 支援を必要とする方のライフステージに応じた地域生活・支援体制の整備 

・ 必要な福祉サービスを、身近な場所で選択できるような仕組みづくり 

・ 高齢者や障害者の尊厳を守る取組の推進 

・ 高齢者や障害者の相談体制の充実 

・ 障害者の就労支援体制の充実 

・ 複雑化多様化する生活課題への対応 

○ 目標とすべきまちの姿 

高齢者や障害児者をはじめ、支援を必要とするすべての市民のニーズに対応していけ

るようにすることにより、必要なサービスを身近な場所で選択できるような仕組みがつ

くられ、いつまでも健やかに暮らせる地域となります。 

また、市民や市民活動団体などの積極的な参画、連携により、多様な地域生活支援サ

ービスを提供しています。 

○ 主な取組 

１．地域生活の支援サービス 

保健・医療・福祉の連携をもとに、身近な地域でのサービス提供体制の確立や、施

設の整備を図ります。高齢者、障害者のほか、地域で生活を営むうえで支援が必要な

すべての市民の基本的な生活ニーズに対応した、各種の在宅福祉サービスの充実を図

ります。地域によって異なるニーズの把握に努め、地域の実情に合ったサービスの充

実を図ります。 

２．人権の尊重に向けた啓発 

成年後見や虐待防止など、高齢者や障害者の人権が尊重され、その権利が擁護され

る体制の整備や、周知・啓発活動に努めます。 

３．介護保険サービスの充実 

居宅サービス、介護予防サービス、施設サービス、地域密着型サービスなどの整

備・充実を図るとともに、地域包括支援センターの充実に努めます。 

４．高齢者の生きがいづくりと社会参加の推進 

高齢者活動サービスや老人福祉センター活動の充実を図るとともに、シルバー人材

センター、老人クラブの支援を継続します。 

５．障害者の地域生活を支える支援の充実 

ライフステージの各段階で、住まいや働く場、活動の場など、必要な障害福祉サー

ビスの提供体制と相談支援体制を確立します。障害者の就労支援を進め、障害者の自

立と社会参加を推進します。 

６．障害児者のライフステージに応じた一貫した支援の推進 

関係機関、事業所、関係団体等との連携により、障害児者のライフステージに応じ
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た一貫した支援を継続的に推進します。 

７．セーフティネットの構築 

市民が健康で安心して暮らせるよう、生活保護制度などのセーフティネットを整備

します。 

② 市民の健康と安心づくりの推進 

～市民が主体的に健康づくりに取り組める環境の整備を進めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 不適切な食生活や運動不足等により、糖尿病、がん、心臓病、脳卒中等の生活習慣

病の発症者が増えています。 

・ 有病者数が増加している生活習慣病の発症や進行を予防・改善することにより、健

康寿命を延ばして生活の質を維持することが、医療費の抑制の観点からもますます

重要となっています。 

・ 育児不安等に悩む家庭が増えています。 

・ 若年や高年などのハイリスク妊婦が増えています。 

・ ストレス社会の進行により、うつ病やアルコール依存症など心の病にかかる人が増

えています。 

・ 東日本大震災をきっかけに、地震等に対応するための災害時医療体制の見直しに伴

い、地域防災計画の改定にあわせて、災害時医療救護マニュアルを見直していま

す。 

・ 多様化するライフスタイル等により、本市の出生数はここ数年横ばい状態ですが、

少子高齢社会がますます進んでいます。 

・ 国民皆保険制度のもと、健康で安心した生活が送れるよう、安定した国民健康保険

の運営が求められています。 

〈課題〉 

・ 生活習慣病の発症者の増加 

・ 市民の出生数の減少 

・ ライフステージに応じた健康づくり事業、相談事業等の充実 

・ 心の健康づくりの推進 

・ 災害時医療体制の整備 

・ 救急医療体制の充実 

・ 安定的な国民健康保険制度の推進 

○ 目標とすべきまちの姿 

健診事業や健康教育が充実し、市民一人ひとりが心身ともに健康な状態で豊かな生活

を送り、市民が主体的に健康づくりに取り組める環境が整備されています。 

災害時の救護所の設置など、医療救護活動を迅速かつ的確に行えるような体制が整備

されています。 

○ 主な取組 
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１．市民の健康づくりの支援 

すべての市民が、主体的かつ積極的に自らの健康づくりに取り組めるよう、乳幼児

期から高齢期まで、生涯を通じた健康づくりを支援するため、健康診査の充実をはじ

め、必要な保健福祉サービスの提供、スポーツ施策等との連携など、体系的な取組を

進めます。 

２．健診事業や健康教育の充実 

生活習慣病防止のため、若年層に対する意識啓発や健診の受診率向上への取組、地

域ごとの健康づくり事業や健康相談事業を充実させます。 

３．保健・医療・福祉サービスの利便性の向上 

保健・医療・福祉サービスが利用しやすいように、相談窓口や広報の充実、手続き

の簡素化、市民組織の活用、保健・福祉情報システムの整備などを図ります。また、

ハイリスク妊婦や保護者の子育ての不安を解消するため、健康相談、家庭訪問等を積

極的に進めます。 

４．心の健康づくりの推進 

心の健康について関係機関等と連携を持ち、気軽に相談できる体制や情報提供など

の適切なサービスが受けられる体制の充実に努め、いのちの大切さを伝えます。 

５．災害時の医療救護活動の充実 

「鎌倉市地域防災計画」の改定にあわせ、救護所の設置など、医療救護活動を迅速

かつ的確に行えるよう、体制を整備します。 

６．医師会立産科診療所の運営の充実 

市民が市内で安心して出産できるよう、「ティアラかまくら」への支援を行います。 

７．救急医療サービスの充実 

救急医療サービスの情報提供や、休日夜間急患診療所の小児科医の確保に努めます。

また、救急医療体制の充実を図ります。 

８．安定的な国民健康保険制度の推進 

医療費の適正化を図るとともに、安定的な国民健康保険制度を推進します。 

（２）子育て 

① すべての子育て家庭への支援 

～子育てを支援する環境づくりを推進します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 少子化と核家族化が進行し、就労、結婚、出産、子育てについての価値観も多様化

する中で、家庭や地域での子育て力の低下が懸念されるなど、子どもと子育て家庭

を取り巻く環境は大きく変化しています。 

・ 育児放棄など虐待件数が増加傾向にあり、その背景として、育児不安等に悩む家庭

が増加している現状があります。 

・ 早期から発達などに特別な支援が必要な子どもが増加している現状があります。 

〈課題〉 
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・ 子育て家庭の多様化に対応する支援の充実 

・ 待機児童への対応 

・ 子育てに必要な情報の提供 

・ 地域全体としての子育て支援体制の確立 

・ 児童虐待予防、早期発見に向けた取組 

・ 特別な支援が必要な子どもへの支援の充実 

○ 目標とすべきまちの姿 

次代を担う子どもたちが健やかにのびのびと成長できるよう、子育て家庭への支援の

充実が図られており、また、支援ネットワークを通じて、支援サービスに係る情報提供

が積極的に行われています。 

地域や関連機関との連携など、子育てに関する相談体制の充実が図られ、育児放棄や

児童虐待は少なくなっています。 

○ 主な取組 

１．子育て支援サービスの充実  

多様化する子育てニーズに対応するため、各種相談事業や家庭訪問、小児医療費助

成などを引き続き実施し、さまざまな子育て支援サービスの充実を図ります。 

２．待機児童対策の推進 

民間施設の運営支援や、既存保育所との連携による家庭的保育の充実など、待機児

童対策を推進します。 

３．子育て支援情報の提供 

現在子育てを行っている家庭や、これから子育てを始める人たちに必要とされる情

報の把握に努め、子育て支援情報の積極的な提供を行います。 

４．協働による子育て支援ネットワークの整備 

子育て家庭に対する、市民やＮＰＯとの協働による子育て支援のネットワークづく

りを進めます。 

５．関連機関との連携による発達支援システムネットワークの推進 

発達に特別な支援が必要な子どもの相談、早期発見及び早期からの支援を、保健、

医療、福祉、教育などと連携をとりながら実施します。 

② 子育て支援施設の整備 

～子育て環境の充実を図るため子育て支援施設の整備を推進します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 次代を担うすべての子どもたちが健やかに育つように、地域の子どもたちや子育て

中の親子が集まり、自由に遊べる施設の整備が求められています。 

・ 現在の経済情勢や共働き世帯等の増加により、家庭での保育が困難な児童が増加し

ており、保育の需要が高くなっています。また、就学後の子どもの家（学童保育）

の利用希望者も増加しています。 

〈課題〉 
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・ 多様化する子育て支援への対応 

・ 待機児童への対応 

・ 子どもの家（学童保育）利用の増加への対応 

○ 目標とすべきまちの姿 

子ども会館や子育て支援センターなどの子育て支援施設の充実により、すべての子ど

もたちが健やかでのびのびと成長できる環境が整っています。また、保育施設の整備が

進み、待機児童数が減少しているとともに、子どもの家（学童保育）の利用者数の増加

に対応した施設の整備が図られています。 

○ 主な取組 

鎌倉市公共施設再編計画基本方針を踏まえて以下の取組を行います。 

１．子ども会館・子育て支援センターの整備 

遊びを通して相互の交流が図られ、社会性が身につけられるよう、子ども会館を整

備し、充実を図るとともに、親子で気軽に集い、うち解けた雰囲気の中でくつろげる

子育て支援センターを整備し、充実を図ります。 

２．待機児童対策施設の整備 

幼稚園と保育園の長所を生かした認定こども園の設置など、保護者の多様なニーズ

に応じた施設整備を進め、待機児童の減少を進めます。 

３．子どもの家（学童保育）施設の整備 

子どもの家（学童保育）の需要の増加に対応するため、施設の整備、充実を図りま

す。 

（３）学校教育 

① 安全・安心で開かれた学校づくり 

～家庭・学校・地域が連携して、児童生徒が安心して学び生活ができ、安全で開かれた

学校づくりを進めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 学校は、必要な学力や体力、道徳性等を確実に育成する教育を行うため、児童生徒

の知・徳・体にわたるバランスのとれた成長をめざし、家庭や地域との適切な役割

分担を図りながら、活気ある教育活動を展開しています。 

・ 大きな災害や学校内外で子どもに関わる事件等が全国各地で発生しています。児童

生徒が安全な学校や地域環境で安心して学べるように、学校のみでなく、家庭と地

域との連携のもとで取り組むことが重要とされています。 

・ 「総合的な学習の時間」における外部講師や「外国語活動」における小学校英語サ

ポーターなど、地域力を活用した学校づくりが進められています。 

〈課題〉 

・ 組織的・計画的な教育活動の充実 

・ 学校情報の発信の充実と家庭・地域との情報共有の推進 

・ 家庭・学校・地域が一体となった防犯・防災体制の推進 
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○ 目標とすべきまちの姿 

児童生徒が教職員や友人との信頼関係を築き、楽しく活気ある学校生活を送っていま

す。家庭や地域社会が学校教育に求めるだけではなく、それぞれ本来の役割を担い児童

生徒の育成を図っています。 

また、学校・家庭・地域が協力して、すべての児童生徒が安心して過ごせる安全な学

校づくりへの取組が進んでいます。 

○ 主な取組 

１．連続した児童指導・生徒指導体制の充実 

各中学校区で、「目指す子ども像」を共有し、９年間を見通した小・中学校が連携

した教育を推進し、教科等指導のみならず、生活面での育ちの場面で共通認識のもと、

取組を進めます。 

２．家庭・地域との連携・協力体制の充実 

学校情報の発信の充実が図られ、家庭や地域と相互の情報を一層共有し、「地域に

開かれた学校」づくりを、家庭・地域・学校評議員等の理解・協力・支援を受け、推

進します。また、「地域とともに歩む」学校づくりを進めます。 

３．防犯・防災・安全教育の推進・充実 

各種災害の避難訓練、侵入者対応訓練、交通安全教室等を通して、「自分の身は自

分で守る」ことができる児童生徒を育成します。家庭・地域・関係機関との連携をよ

り図ります。 

② 教育内容・教育環境の充実 

～教育内容を充実させ、児童生徒に学習の基礎・基本の確実な定着を図るとともに、児

童生徒の豊かな人間性や健やかな心と体を育みます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 文部科学省の「確かな学力」､「豊かな人間性」､「健康と体力」のいわゆる「生き

る力」を育むため、学習指導要領においては、知識・技能の習得だけではなく、課

題をみつけ、その解決法を見出す力を育むという方針が示されています。そのため、

「覚える学力」から「考える学力」をつけるために、基礎・基本の習得、思考力・

判断力・表現力の育成、学習意欲の向上への取組が進められています。 

・ 現代の子どもたちは、運動の大切さや体力の維持・向上への関心が薄くなっている

といわれています。また、児童生徒に規則正しい生活習慣を身に付けさせ、心と体

を健やかに育成することが必要です。 

・ 大量退職・大量採用に伴う経験の浅い教員の急増、いじめ・不登校等の問題が全国

の教育現場で顕在化しています。 

・ 本市においては、従来から少人数教育を推進してきましたが、義務教育標準法の改

正により、小学校１年生の学級人数の上限が引き下げられるなど、少人数教育を推

進する方針が示されました。 

・ 文部科学省からの通知（平成 19（2007）年４月１日）「特別支援教育の推進について」
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により、特別支援教育が法的に位置づけられました。本市では、特別支援教育の基

本的な考え方を平成 23（2011）年度にまとめ、推進しています。 

〈課題〉 

・ 組織的・計画的な授業づくりの充実 

・ 教職員の実践的指導力の向上 

・ 個性に応じた教育内容・指導・支援体制の充実 

・ 歴史的遺産や文化・芸術にふれる学習の推進 

・ 児童生徒の問題行動に係る背景の複雑化への対応 

・ 少人数学級の推進と少人数指導のさらなる充実 

・ いじめ、不登校等問題の解決に向けた相談・支援事業の推進 

・ 特別支援教育の充実 

・ 教職員の指導力等向上のための研修等の充実 

・ 変化する国際情勢に対応できる子どもたちの育成 

○ 目標とすべきまちの姿 

教育機関の連携、教職員の研修等の取組により、教育内容の充実が図られています。

また、指導方法の研究が進むとともに、少人数学級が実現され、確かな学力の定着と家

庭学習の習慣化、学習意欲の向上が図られています。 

すべての児童生徒が就学している状況にあり、児童生徒の支援・相談体制の充実、食

育の推進により、いじめや不登校などの問題も少なくなり、多様な状況にある児童生徒

の心身は、健康な状態が保たれています。また、障害の有無に関わらず、児童生徒一人

ひとりの教育的ニーズにあった教育環境で、個に応じた教育が行われています。 

○ 主な取組 

１．教育内容の充実 

児童生徒が学習内容を確実に身に付けることができるよう、教職員の指導力の向上

を図りつつ、一人ひとりに応じたきめ細かな教育を進めます。また、自然環境と歴史

的遺産に恵まれた学習環境のもとで、自ら学び、考える力を育成するとともに、自主

性や社会性を身に付けることができるよう、各学校が創意工夫を生かした多様な教育

活動を展開します。 

さらには、国際的な視野を広げるための教育を展開することで、国際社会の一員と

して、幅広い分野で活躍できる子どもたちの育成を進めます。 

児童生徒が他人を思いやる心や社会性等を身に付けることができるよう、総合的な

学習の時間や特別活動等の中でボランティア活動を行うとともに、道徳教育の充実に

努めます。 

２．就学援助の実施 

経済的な理由により就学が困難とならないように、引き続き就学援助を行います。 

３．児童・生徒指導の充実 

社会性・規範意識を高め、豊かな心と社会の一員としての自覚を持てるよう、小・

中学校及び各機関との連携のもと、きめ細かな児童・生徒指導を進めます。教育相談
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の機能の充実、スクールソーシャルワーカーの配置による問題を抱えた児童生徒が置

かれた環境への働きかけや関係機関等とのネットワークの構築などの支援・対応、不

登校児童生徒への教育的支援をさらに充実させます。 

また、学校・教育委員会・家庭・地域・本市の連携体制を築き、経済的な問題によ

る就学困難者への支援、不登校児童生徒への教育的支援、いじめ問題への対応などに

あたります。 

４．学校における食育の推進 

家庭と連携を図り、児童生徒に食に関する正しい知識と望ましい生活習慣を身に付

けさせるため、食育に関する指導の充実を図ります。 

また、学校における食育の生きた教材となる学校給食の充実を図るため、地場産物

の活用や米飯給食の充実に努めます。 

５．特別支援教育の充実 

家庭・学校・地域・医療・福祉等の関係機関が協力し、障害の有無に関わらず、地

域のなかで共に育つことを喜び合える環境づくりをめざします。 

児童生徒一人ひとりの教育的ニーズの把握に努め、個に応じた教育が行えるよう、

公立小・中学校全校に特別支援学級を設置することや、支援の専門家の派遣、人的支

援の拡充等、特別支援教育充実に向けた取組を進めます。  

③ 学校施設の整備 

～児童生徒が健康で安全な学校生活をおくる場としての整備を進めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 鎌倉市立小・中学校全 25 校のうち、大船中学校を除いた 24 校の校舎・体育館につ

いては、平成 22（2010）年度をもって耐震化が図られています。なお、大船中学校

については、平成 27（2015）年度中の竣工をめざして改築事業を進めています。 

・ 学校施設の改築又は延命化、非構造部材（天井材等内外装材及び照明器具等附帯設

備）の耐震対策、トイレ及び給食室のリニューアル、ユニバーサルデザイン化、エ

コスクールの推進、少人数学級編成、特別支援学級の全校設置など、施設の老朽状

況、新たな視点・教育方針又は関係諸法令に対応した整備が求められています。 

〈課題〉 

・ 耐用年数を超過し、老朽化が進行する学校施設の改築又は大規模改修 

・ 新たな視点・教育方針又は関係諸法令に対応するために必要な整備 

○ 目標とすべきまちの姿 

平成 22（2010）年度をもって既に完了している学校施設（校舎・体育館）の構造体の

耐震補強に加えて、非構造部材の落下防止等耐震対策が講じられているため、児童生徒

が安全かつ安心に学習できる環境が整備されています。 

また、トイレ等衛生設備の整備など、健全な学習環境の構築に資する取組が進められ

ています。一部の学校においては、エコスクールの推進に向けて、太陽光発電設備又は

LED 等次世代型照明器具が導入されています。 
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○ 主な取組 

１．学校施設の整備 

（１）耐用年数を超過し、老朽化の進行する学校施設について、改築事業との整合性を

考慮しながら大規模改修による延命化を図ります。なお、大規模改修による延命

化を図ることが困難な学校施設については、鎌倉市公共施設再編計画基本方針と

の整合性を考慮しながら、改築事業の実施について検討します。 

（２）健康で安全な学習環境を構築するため、非構造部材の耐震対策、明るく清潔感のある

快適な衛生設備の整備を図るとともに、普通・特別教室への冷房設備設置について検

討します。 

（４）青少年育成 

① 青少年の育成・支援 

～地域の担い手となる青少年を育成します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 終身雇用制の崩壊と非正規雇用の増加、不登校や高校中退者、ひきこもりの数の高

止まり、学校や職場のどこにも所属できない若者の増加など、青少年が抱える課題

から、青少年を取り巻く社会のあり方が問われています。 

・ 平成 21（2009）年に子ども・若者育成支援推進法が制定されたことを受け、本市で

は、平成 23（2011）年８月に鎌倉市子ども・若者育成プランを策定しました。この

プランでは、青少年が大人へと成長するための特に重要な取組として、青少年の居

場所づくり、支援体制の充実、子ども・若者による社会参画の推進を掲げていま

す。 

・ 関係機関と一体となって教育相談を実施し、非行防止に努めています。 

〈課題〉 

・ 家庭・学校・地域・行政が一体となった取組の推進 

・ 家庭における教育機能の強化 

・ 青少年の居場所づくり 

・ 相談・支援体制の充実 

・ 社会参画の推進 

○ 目標とすべきまちの姿 

青少年が夢や希望をもってさまざまなことに挑戦し、多くの人の支えや関わりの中で、

地域を支えられるような大人に成長するための環境が整備されています。 

青少年会館を拠点として定期的に講座が開催され、そのなかでさまざまな世代の交流

が活発に行われています。 

○ 主な取組 

１．青少年活動の推進 

（１）各種講座の開催を通して学ぶ機会を提供し、あわせて、子どもだけでなく、保護者相

互などの世代間交流ができる場づくりに努めます。 
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（２）青少年育成団体やその指導者を育成・支援することにより、地域で青少年を育成する

風土を醸成します。 

（３）各種講座などさまざまな機会を捉えて、幼少期の親子の関わりの大切さを伝える

ほか、家庭における教育機能を充実するため、さまざまな調査・検討を行いま

す。 

２．青少年の居場所づくりの推進 

青少年会館など公共施設をはじめ、さまざまな資源を活用して、青少年が楽しみな

がら成長できる場を提供します。また、さまざまな講座を通して参加者同士の交流を

促進し、青少年会館が青少年の居場所となるように有効活用します。 

３．相談・支援体制の充実 

困難を抱える子ども・若者に対し、関係機関との連携による相談・支援を充実しま

す。 

４．社会参画の推進 

子ども・若者による社会参画を図るために有効な施策を検討するとともに、これま

で行っている事業の充実を図ります。 

（５）生涯学習 

① 多様な学習機会の提供と学習成果の活用 

～多様で充実した学習機会の提供と学習成果を生かすことのできる環境を整備します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 教育基本法の改正により、国民の一人ひとりが生涯にわたって、あらゆる機会・場

所において学習することができ、その成果を適切に生かせる生涯学習社会の実現を

図るべきであることが規定されました。 

・ 自由時間の増大や生活・教育水準の向上、高齢社会の進行などに伴い、本市におい

ても、市民の学習ニーズが多様化・高度化しています。 

・ 国際化、少子高齢社会、高度情報化、食育など現代社会が抱える多種多様な課題が

顕在化し、これらに対する市民の関心が高まっています。 

・ 少子化や核家族化、都市化などにより、地域における地縁的な人間関係が希薄化す

るなかで、生涯学習の果たす役割の重要性がますます高まっています。 

・ 本市にあっては、人材や歴史的文化的資源が豊かであり、恵まれた自然と共に学習

資源としての活用が求められています。 

〈課題〉 

・ 多様化・高度化し増加する市民の生涯学習ニーズへの対応 

・ 豊富な人材や豊かな歴史的文化的資源の活用 

・ 現代的課題に対応した学習機会の提供 

・ 生涯学習を通じた市民の居場所づくり 

・ 市民参画の推進と、地域性を生かした学習交流の支援 

・ 学習成果の活用 
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○ 目標とすべきまちの姿 

大学や高等学校、地方公共団体、ＮＰＯ法人など民間事業者を含む生涯学習関係団体

との連携により、多様で効果的な学習プログラムが市民に提供され、すべての市民が、

生涯のいつでも、等しく、自由に学習機会を選択して学ぶことができています。 

また、その成果が適正に評価され、さまざまな形で生かすことのできる生涯学習社会

が実現しています。 

子どもから高齢者まで幅広い年代の方々が地域での学習に取り組み、そのなかで多様

なコミュニティが形成され、地域が主体となって生涯学習を推進しています。 

○ 主な取組 

１．多様な学習機会の提供と学習成果の活用 

（１）市民の多様な学習ニーズに応じた、広い視野に立った多様で質の高い学習プログラム

を展開するとともに、学んだ成果を生かすことのできる環境の整備に努めます。 

（２）本市の持つ豊かな自然や歴史的文化的環境など、地域の特性を生かした学習機会の提

供に努めるとともに、現代的課題についても学ぶことができる学習機会を充実します。 

（３）それぞれの地域での自主的な学習活動や、ボランティア活動を支援し、地域における

市民の学習交流を促進します。 

２．学習支援体制の整備・充実 

市民の生涯にわたる学習活動を支援するため、さまざまな分野の生涯学習指導者を

活用するとともに、図書館、鎌倉国宝館などの本市の施設、大学などの高等教育機関、

民間教育事業者、関係機関などと連携を図りながら、広範な学習情報の収集・提供や

学習相談の充実など、総合的な学習支援体制の整備を行います。 

３．地域における学習交流機会の提供 

地域の特色を生かしながら、子どもの居場所づくりなど、世代を超えて市民同士が

ふれあい、交流できる学習交流の機会を拡充します。 

② 学習環境の整備・充実 

～市民が主体的に学習できる場づくりを進めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 高齢社会の進行、社会環境の変化に伴い、今後も市民の学習ニーズはますます高ま

ると予測されます。 

・ 情報技術の進展や社会的課題の変容に伴い、生涯学習施設に求められる役割（電子

図書館構想など）も変化してきています。 

・ 本市においては、人材や歴史・資料等が豊かであり、他市と比較しても学習資源が

豊富にあるといえます。 

〈課題〉 

・ 生涯学習施設の計画的な整備 

・ 市民の学習ニーズや社会環境の変化に対応した、生涯学習施設の整備 

○ 目標とすべきまちの姿 
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生涯学習センター、図書館など本市の生涯学習施設が充実し適正に整備され、利用し

やすい魅力ある施設となっています。また、市民が自らの学習内容にあわせて、本市の

生涯学習施設、関係機関、学校、民間施設などを効果的に活用することができるなど、

学習の場が十分に確保されています。 

毎年、多くの市民が生涯学習センターを利用し、自らの興味関心にそって自発的に学

習する習慣が広まっています。 

○ 主な取組 

１．生涯学習施設の連携・活用 

すべての人の生涯学習を保障するため、生涯学習センターを核として、鎌倉国宝館

などの本市が保有する生涯学習施設との連携に努めるとともに、関係機関や学校、民

間施設の活用を図ります。 

また、本市の財政状況、人口動態などの社会情勢や、市民ニーズ、施設の老朽化な

どを踏まえて、生涯学習施設全体の効率的、効果的な活用を図ります。 

２．生涯学習センターの整備・充実 

今後とも高まると想定される市民の学習ニーズに対応するため、鎌倉市公共施設再

編計画基本方針を踏まえ、計画的に施設整備に努めるとともに、効率的な施設運営を

図ります。 

３．図書館の整備・充実 

次代を担う子どもたちから高齢者まで、すべての市民の知る権利を保障するため、

資料の充実と情報提供機能の拡充を進めます。全国有数の歴史的遺産を継承するため、

鎌倉に関する資料の収集と調査研究体制の充実を進めます。 

電子図書館については、ニーズにあわせその導入を検討します。 

（６）スポーツ・レクリエーション 

① 市民スポーツ・レクリエーションの推進 

～市民のスポーツ実施率の向上を図ります～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 近年、スポーツに対する考え方も大きく変化し、学校体育、競技スポーツにとどま

らず、健康・体力づくり、レクリエーション、自然とのふれあい、市民間の交流な

ど多彩に行われるとともに種類そのものも多様化しています。 

・ 平成 23（2011）年８月、従来のスポーツ振興法を全面改正したスポーツ基本法が制

定され、その基本理念で、国民のスポーツ権が保障されるとともに、地方公共団体

については、スポーツ行事の実施と奨励など必要な施策を講じるよう努めることと

されました。また、平成 24（2012）年３月には、スポーツ基本法第９条の規定に基

づき、スポーツ施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国においてスポーツ基

本計画が定められました。 

・ 本市においても国のスポーツ基本計画に基づき、より一層のスポーツの推進に計画

的に取り組んでいくことが求められています。 
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〈課題〉 

・ 地域のスポーツ環境の整備 

・ 関係団体への指導・支援の充実や団体との連携強化 

・ スポーツへの参加の年齢層の偏り 

・ 豊かな自然（海・森林など）と歴史を活用したスポーツの啓発 

・ ライフステージに応じたスポーツ環境の整備 

・ スポーツにおける安全の確保 

・ 競技力向上に対する支援策の拡充 

○ 目標とすべきまちの姿 

市民が今まで以上に身近にスポーツ活動に取り組めるようスポーツ環境の整備が進ん

でいます。 

また、より一層のスポーツ行事の実施と奨励により、市民のスポーツに対するニーズ

やライフステージに応じたスポーツ活動が推進されることにより、市民のスポーツ実施

率が向上し、スポーツ活動が充足されています。 

○ 主な取組 

１．市民スポーツ・レクリエーションの推進 

すべての市民が身近なところで、気軽に参加でき、また自ら主体的にスポーツ・レ

クリエーションが行えるよう、場の提供や指導、情報提供を行います。 

２．自然のなかで行うスポーツ・レクリエーションの推進 

鎌倉のもつ豊かな自然（海・森林など）とふれあいながら行うスポーツ・レクリエ

ーションの普及･推進を図るため、野外活動の普及・奨励に努めます。 

３．市民のライフステージに応じたスポーツ環境の整備 

幼児から高齢者までを対象とした体力・健康づくり教室や運動・体力相談事業など

のイベントや教室を開催し、すべての市民が自ら生涯スポーツが継続できるよう、気

軽に楽しめる環境の整備を行います。 

４．競技スポーツの活性化 

鎌倉ゆかりのトップアスリートとの交流会や教室を開催し、幼少期から競技スポー

ツのきっかけづくりを支援します。 

② スポーツ施設の整備 

～スポーツ施設の整備を進めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市のスポーツ施設の設置数は、同規模の地方公共団体と比較すると不足していま

す。 

・ 十分な規模を有するスポーツ施設がないため、市民大会を開催する場合などにおい

て、その運営に苦慮しています。 

・ こもれび山崎温水プールは、本市で初めてＰＦＩを活用した施設として平成 17

（2005）年２月に供用開始して以来、民間事業者のノウハウを活用したプログラム
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の提供や計画的な施設修繕等により市民サービスの向上に努めています。 

・ 鎌倉体育館、大船体育館、鎌倉武道館及び見田記念体育館については、平成 20

（2008）年度から指定管理者制度を導入し、指定管理者による適切な施設管理や各

種スポーツ教室の実施等により市民サービスの向上に努めています。 

〈課題〉 

・ スポーツ施設の整備 

・ 既存施設の機能の充実 

○ 目標とすべきまちの姿 

市民ニーズの高いスポーツ施設が整備され、民間のノウハウも生かした幅広い施設運

営により、市民のスポーツ活動が充足されています。 

○ 主な取組 

１．競技スポーツのための施設の整備 

競技スポーツの推進を図るため、公式競技の開催が可能な施設の整備の実現に努め

ます。また、整備にあたっては、ＰＦＩ等民間活力の導入や、施設の複合化等につい

て検討します。 

２．既存のスポーツ施設の機能の充実 

既存のスポーツ施設をより利用しやすくするため、鎌倉市公共施設再編計画基本方

針を踏まえ、施設の改修や設備の導入又は更新を検討します。 

３．市民スポーツのための施設の整備 

民間施設の借用・県や他市町との広域利用も含め、市民が気軽にスポーツを楽しめ

る環境を整備します。 

 

 

第５章 安全で快適な生活が送れるまち          

（１）防災・安全 

① 地震対策・風水害対策の充実 

～自然災害対策が講じられ、安心して暮らせるまちをめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 開発等による中高層建築物の増加など、都市形態の変容に伴い災害も複雑多様化し

ています。一方、歴史的遺産をもつ古都として、また、風光明媚な海岸線等を有す

る観光地として、年間を通じて外国人を含む多くの観光客があり、これら観光客や

文化財を災害から守る取組も進めています。 

・ 東海地震や南関東地震の発生が懸念されるほか、首都圏直下型地震については、と

りわけ都市機能がマヒするなど甚大な被害に発展することが予想されています。 

・ 地震・津波や台風などの自然災害をはじめ、国内外を問わず発生する社会的災害へ

の対策も講じています。 

・ 災害に強いまちづくりに向け、新耐震基準以前に建築された戸建住宅等の安全性の
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確認が求められ、確保に努めています。 

・ 東日本大震災をきっかけに、津波対策、情報伝達体制の充実、観光者帰宅困難者対

策などさまざまな課題が明らかになっています。 

・ 地震被害想定が高くなったことに伴い、災害に対する備えを充実する必要が生じて

います。 

・ 災害に対する市民の意識が高まっているため、スピード感を持った対応が求められ

ています。 

・ 本市はその地形的特色から、建物の背後のがけや急傾斜地等、住民の日常生活を脅

かすおそれのある危険な箇所が数多くあります。 

・ 洪水ハザードマップで予測されている浸水地域を中心に、雨水貯留施設の整備など

排水対策を進めています。 

・ 局地的豪雨が多発している一方で、山の管理がされずに住宅地そばまで大木が成長

しているケースがあり、土砂災害は増加しやすい傾向にあります。また、土砂災害

ハザードマップを配布したことで、土砂災害への市民の関心が高まっています。 

〈課題〉 

・ 地震・津波の避難対策 

・ 情報伝達体制の充実 

・ 帰宅困難者対策 

・ 災害時要援護者対策 

・ 戸建住宅等の耐震化の推進 

・ 緊急輸送路沿道及び不特定多数の利用に供される特定建築物やマンション等の耐震

化の推進 

・ がけや急傾斜地の崩壊防止工事及び防災工事の推進 

・ 所有者不明の山林のがけ崩れや管理されない樹木の倒木等の多発 

・ 浸水対策の推進 

○ 目標とすべきまちの姿 

耐震化など災害に強いまちづくりが進み、災害時の情報伝達体制も十分に組まれ、市

民が避難経路などを十分に理解し、大地震が生じた場合にも、すぐに安全な場所へ避難

できるようになっています。また、避難場所までの避難路は、建物の倒壊による閉塞を

きたさないよう、機能が確保されています。 

帰宅困難者に対するものを含めて、十分な避難所や災害物資が確保されています。 

また、災害時要援護者に対する共助などを含めて、自主防災組織を中心とした、市民

同士の助け合いが行われます。また、被災した場合には、災害支援協定を結んでいる他

市からの支援があり、市民はこれらの支援を受け、より安心して災害対応できる状況と

なっています。 

さらに、台風や集中豪雨などの風水害が発生した場合でも、がけ・急傾斜地に対する

防災工事が適切に行われており、市民の生命・財産は安心して守られている状況になっ

ています。 
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○ 主な取組 

１．総合的な防災体制の強化 

総合的な防災体制の強化を図るため、市民はもとより、観光客も視野に入れ、避難

所（ミニ防災拠点）をはじめとした防災施設・設備の充実整備を図るとともに、食糧、

飲料水等の備蓄を進めます。 

２．地域の防災意識の醸成 

（１）減災対策の推進を図るため、市民に対する防災知識の普及啓発を図り、「自分たちの

地域は、自分たちで守る」という基本的理念にそって、自主防災組織の育成強化に努

めます。 

（２）災害情報の収集、伝達など日頃から市民、事業者、防災関係機関、医療機関との連携

及び協力体制の整備を図ります。 

３．地震・津波の避難対策 

（１）避難路の整備により、避難体制の安全性確保に努めます。 

（２）震災時の避難経路や避難方法について、講習会や避難訓練を通じて市民に周知し

ます。 

（３）新たな避難所の指定について、施設管理者と調整を行います。 

４．情報伝達体制の充実 

防災行政用無線を災害情報提供の柱としつつ、並行してさまざまな補完対策を講じ

ることにより、情報伝達体制の充実を図ります。 

５．災害に強い安全な住環境の確保 

（１）災害に強いまちづくりを推進するため、民間住宅に対する耐震診断を促進するための

相談窓口の充実や診断料の補助を行うほか、既存マンションの適正な管理及び円滑な

建て替えが図れるよう誘導、支援を行います。 

（２）緊急輸送路沿道や不特定多数の利用に供される特定建築物の耐震化対策、落下物・ブ

ロック塀対策などを推進します。 

６．災害時要援護者対策 

国が示した「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」をもとに、個人情報に配慮

しつつ災害時要援護者の情報を庁内で共有・把握するとともに、平常時から地域にお

いて災害時要援護者を支援する体制を整備します。 

７．がけ・急傾斜地対策の推進 

（１）がけ･急傾斜地については防災工事の施工に関し、国･県へ働きかけるなど達成率の向

上を図ります。 

（２）急傾斜地崩壊危険区域指定の促進や既成宅地等防災工事資金助成を通じて、予防対策

の推進を図ります。 

（３）市民の防災工事資金助成制度の利用促進を図ります。 

８．浸水対策の推進 

市内の浸水箇所の解消を図るため、浸水対策を進めます。 

② 危機管理対策 
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～あらゆる危機事象に備えた対策が講じられ、安心して暮らせるまちをめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 近年、国内外で地震や風水害などの自然災害に加えて、市民の安全安心を脅かすさ

まざまな事態が発生しています。 

・ 鎌倉市危機管理対処方針では、武力攻撃事態等や事件等の緊急事態への対応につい

ての基本方針を定めています。 

・ 鎌倉市国民保護計画では、武力攻撃事態やテロ行為などの発生時における対応を定

めています。 

・ 緊急事態発生時の情報は、全国瞬時警報システム（J-ALERT）により、市民等へ伝達

される体制がとられています。 

・ 新たな感染症や環境汚染などの緊急事態の発生が懸念されています。 

〈課題〉 

・ 武力攻撃事態やテロ行為の発生時における市民等への的確な情報提供と避難誘導 

・ 国際情勢の変化に伴う、武力攻撃事態やテロ行為などの発生を想定した対策 

・ 新たな感染症や環境汚染などの緊急事態への備え 

・ 災害が発生した場合における業務継続の視点からの取組 

○ 目標とすべきまちの姿 

武力攻撃事態やテロなどあらゆる危機事象を想定した体制が整備されており、市民の

生命・財産は安心して守られている状況になっています。 

○ 主な取組 

１．危機管理対策の推進 

（１）市民や観光客の生命、身体及び財産の安全を確保するため、国、県、近隣自治体、そ

の他の関係機関と相互に連携・協力し、危機管理に係る対策を総合的に推進します。 

（２）関係法令に基づく計画や危機管理対処方針に基づく各種計画に掲げる施策を効果的に

推進するため、執行体制の整備と必要な資機材等の確保を図ります。 

（３）職員及び市民の危機意識を醸成するため、危機を想定した訓練や危機管理に関する知

識・技術を習得するための研修などを企画、立案し、積極的に取り組みます。 

③ 消防機能の整備・充実 

～消防・救急・救助体制が充実し、市民が安心して暮らせるまちをめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 災害時の防災拠点となる消防施設の老朽化が進んでいます。 

・ 通信の高度化に対応した消防救急無線のデジタル化を進めています。 

・ 災害の未然防止と被害の軽減を図るため、火災防ぎょ訓練・研修の充実や救急・救

助体制の強化、さらに市民の自主的防災意識の高揚、訓練に努めています。 

・ 高齢社会が進行するなかで、高齢者を火災から守るため住宅防火対策を推進してい

ます。 
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〈課題〉 

・ 防災拠点となる消防施設の整備充実 

・ 情報通信機能の高度化の推進 

・ 救急・救助体制の充実・強化 

・ 住宅防火対策の推進及び防火意識の高揚 

○ 目標とすべきまちの姿 

消防施設は老朽化耐震対策が実施され安定的に火災等への対応がなされています。消

防救急無線はデジタル化が図られ、緊急時にも適切な情報通信が可能となっています。 

市民の防火・防災意識は高く、すべての一般住宅には住宅用火災警報器が設置され、

災害時の避難誘導等の減災体制は消防団、自主防災組織などとの連携が効果的に行われ

ています。 

○ 主な取組 

１．消防施設の整備・機能充実 

災害時の防災拠点となる消防庁舎・消防団器具置場などの消防施設や設備の充実を

図るとともに、消防の組織、機能の総合的な整備を図ります。 

２．情報通信機能の高度化の推進 

情報通信機能の高度化を推進するため、消防救急無線のデジタル化を図るとともに、

消防緊急情報システムの充実・強化に取り組みます。 

３．救急・救助体制の充実強化 

（１）複雑、多様化する救急及び救助活動に対応するため、救急知識と救助技術の向上

を図り、医療機関と連携した救急・救助体制の充実強化に取り組みます。 

（２）市民に対し、応急手当の普及啓発活動を積極的に行います。 

（３）あらゆる災害から市民の生命財産を守るため、消防職員の高度な消防技術の維持向上

をめざします。 

４．火災予防対策の推進 

（１）火災による死傷者及び被害の減少を図るため、一般住宅への住宅用火災警報器の普及

啓発を推進し、住宅防火対策を進めます。 

（２）高齢者福祉施設など、災害弱者が利用している事業所への立入検査を強化します。 

（３）自主防災組織などにおける消火・避難訓練を通じて防火意識の高揚を図るとともに、

消防団が各地域において防火意識の高揚の担い手となるよう、消防団活動の充実を図

ります。 

④ 防犯活動の充実・強化 

～犯罪のない安全で安心して暮らすことができるまちをめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 近年の都市化や社会環境の変化等から、地域コミュニティの機能や人々の規範意識

等が低下し、犯罪の抑止効果が薄れてきています。 

・ 市内の刑法犯認知件数は、平成 15（2003）年度をピークに減少を続けています。平
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成 23（2011）年における人口 1,000 人あたりの刑法犯認知件数は約 5.4件と県内 19

市中最小値であるものの、自転車盗難等は依然として多く発生しています。 

・ 振込め詐欺等の高齢者を狙った犯罪は、依然として多く発生しています。 

・ 自治・町内会等が維持管理を行っている防犯灯は市内に約17,000灯あり、防犯の視

点から照度アップなどが行われてきましたが、省エネルギーの視点による対応も始

まっています。 

〈課題〉 

・ 市民一人ひとりの防犯意識の高揚 

・ 地域コミュニティの活性化、地域防犯力の向上 

・ 防犯に適したまちづくりの推進 

・ 自主防犯活動の体制整備 

・ 省電力型防犯灯への転換 

○ 目標とすべきまちの姿 

市民の防犯意識は高く、積極的な地域防犯が図られています。地域防犯力の向上によ

り、刑法犯認知件数は、引き続き減少傾向にあり、現在と同じく県内で最少の状況を保

っています。また、犯罪が発生しにくい市街地の環境づくり等が進み、安全で安心して

暮らすことができるまちづくりが推進されています。 

○ 主な取組 

１．地域防犯力の向上 

（１）一人ひとりが防犯に対する意識を持つよう、防犯の啓発に努めます。 

（２）子どもの安全確保のため、地域全体で見守るなどの活動を推進します。 

（３）地域におけるさまざまな取組に、より積極的なアプローチを行い、その支援に努める

ほか、ソーシャルネットワーク等多様な媒体を活用した犯罪発生状況や防犯対策等に

関する情報提供に努めます。 

２．防犯に適したまちづくりの推進 

犯罪のない市街地環境づくりをめざし、防犯の観点から、公共施設の管理や住環境

づくりに努めるほか、自治・町内会等が行っている防犯灯の維持管理等への支援を継

続します。また、社会情勢の変化や環境に配慮し、電力消費の少ない省電力型防犯灯

への転換を促進します。 

３．自主防犯活動の体制整備 

市民、本市、警察及び関係機関等が連携し、協力しながら、地域ぐるみの防犯活動

を推進します。 

（２）市街地整備 

① 市街地整備の推進 

～まちづくりが計画的に進められていて、生活しやすい市街地を形成します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 少子高齢社会による人口構成の変化や、社会経済情勢の変化に柔軟に対応する持続
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可能な市街地整備が求められています。 

・ 都市計画法、中心市街地活性化法の改正、都市の低炭素化の促進に関する法律（エ

コまち法）の施行など、まちづくりを取り巻く法制度等も変わっています。 

・ 都市計画法に基づく鎌倉市都市マスタープラン（市町村の都市計画に関する基本的

な方針）を平成 10（1998）年３月に策定し、同増補版を平成 17（2005）年３月に策

定することで、本市の都市整備の目標として望ましい将来都市像を明確にしていま

す。 

・ 大規模な工場の撤退や縮小により、その跡地が共同住宅などに転換され、産業構造

や都市基盤の整備に影響を与えています。 

・ 敷地の細分化や連鎖的な開発事業が行われることによる住環境への影響等が懸念さ

れていましたが、まちづくり条例等の改正を行い、適正な土地利用の誘導を図って

います。 

・ 高度地区及び景観地区の指定により、一定のまち並み誘導を図っています。 

・ 東日本大震災により、都市空間の脆弱性への対応が求められています。 

・ まちづくり条例等の改正により、土地利用の一定の誘導を図っていますが、社会状

況等の変化による新たな課題として、市街化調整区域において保養所や屋敷等の売

却に伴う大きな敷地を利用した開発が行われるなどにより、周辺の住環境に影響が

出ています。 

〈課題〉 

・ 社会経済情勢の変化に柔軟に対応する持続可能な市街地整備の実現 

・ 地域特性を生かした、暮らしやすく、にぎわいのあるまちの再生・創造 

・ 防災・減災への対応 

・ 規制・誘導策の検討 

・ 市民主体のまちづくりの推進 

○ 目標とすべきまちの姿 

利便性の向上やまちの活性化をはじめ、市民が安全安心に暮らせ、災害に強く、快適

なまちづくりの実現を図るため、計画的な土地利用や市民参画によるまちづくりに取り

組んでいます。 

市民のまちづくり推進のニーズをくみ取り、満足度を高められるよう柔軟に対応する

持続可能な土地利用等の計画を推進しています。 

○ 主な取組 

１．都市マスタープランの推進 

都市構造の主要な要素である市街地構造・土地利用、緑、交通、防災、拠点・ゾー

ン（拠点を結ぶ将来の都市構造上、重要な地区、新たな可能性のある地区）及び時代

背景や震災復興を踏まえた将来都市像（都市マスタープラン）の実現に向け、関係機

関との連携をはじめ、市民、事業者、ＮＰＯ等と協働したまちづくりを推進します。 

２．めざすべき土地利用の実現 

（１）まちづくり条例等に基づき、民間開発事業に対し適正な土地利用の誘導を図ります。
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一定規模以上の土地利用に対しては、さらなる事前調整の仕組みの見直しや内容の充

実を図り、周辺の住環境や景観等に調和した計画へと誘導を図ります。 

（２）工業系用途地域内については、現状の工業系土地利用を維持・継承できるよう、規制

誘導を図ります。 

（３）周辺の住環境や景観と調和しない建築物を抑制するため、地域の特性にあった都市計

画制度等の活用を検討します。 

３．鎌倉駅周辺地区の都市整備 

（１）鎌倉駅周辺地区では、豊かな歴史的遺産と良好な自然環境を生かし、市民・来訪者が

快適に共存できる、風格と活力ある古都鎌倉の玄関口の再生・創造をします。 

（２）鎌倉駅西口周辺地区では、駅前広場等の整備の実現に努めます。 

４．大船駅周辺地区の都市整備 

（１）大船駅周辺地区では、「大船駅周辺地区都市づくり基本構想」に基づいて、市民・事

業者・大学・ＮＰＯ等と協働して、大船駅直近、大東橋周辺、鎌倉芸術館周辺、南部

の各地区において、都市基盤施設や都市環境の整備を推進します。 

（２）東口駅前では、道路施設、商業施設などの都市機能の強化と都市防災機能の向上を図

るため、大船駅東口市街地再開発事業を進めます。 

（３）西口駅前では、横浜・鎌倉両市一体整備計画（案）の廃止を含めた取り扱いについて、

県、横浜市と協議を進めます。 

５．深沢地域国鉄跡地周辺の都市整備 

深沢地域国鉄跡地周辺では、鎌倉駅周辺、大船駅周辺と並ぶ第三の新しい拠点の創

造をめざし、少子高齢社会への対応をはじめとした多様な都市機能の導入を図りなが

ら、都市拠点の実現に努めます。 

６．既成市街地での都市整備の推進 

腰越駅周辺、玉縄地域、北鎌倉駅周辺については、地域の課題を整理しながら、そ

れぞれの地域特性を生かしたまちづくりに取り組みます。 

７．市民・事業者・ＮＰＯ等との協働によるまちづくりの推進 

（１）市民が自ら行動し、主役となるまちづくりの推進を図るため、市民の自主的なまちづ

くり活動への支援を行います。 

（２）市民参画のもと、まちづくり関連条例やまちづくりに関する基本計画等を見直すとと

もに、それらを実現するための方策と推進体制の検討を行います。 

（３） 市民等との協働により、地域の個性や特色を生かした魅力あるまちづくりを進めるた

め、都市計画の提案制度などを積極的に活用し、地区計画の指定等を図ります。 

（３）総合交通 

① 道路・交通体系の検討 

～快適で安全な交通体系を確保します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 季節を問わず多くの観光客が訪れ、特に土・日・休日は著しく交通渋滞が生じてい
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る一方、本市の重要な施策の一つに、自然的歴史的環境の保全があることから、都

市の骨格をなす幹線道路のうち、新たな都市計画道路等の整備は進んでいないのが

実情です。本市には、39路線の都市計画道路がありますが、整備率は平成24（2012）

年度末現在で約 33%となっており、この都市計画道路を含む幹線道路の整備に関し

て、将来の社会動向予測を踏まえたうえで、見直しを図ることが求められていま

す。 

・ 鎌倉地域特有の都市構造ゆえに、自然的歴史的環境の保全と道路整備（ハード施策）

の両立が難しいことから、鎌倉地域の交通環境の改善を目的に、交通需要マネジメ

ント施策であるパーク＆ライド、鎌倉フリー環境手形等を実施しています。しかし、

休日には依然として慢性的な交通渋滞が発生していることから、「鎌倉市交通計画

検討委員会」を設置し、鎌倉地域の交通環境の改善に向けた検討を行っています。 

・ 幹線道路の混雑やカーナビゲーションの普及により、生活道路が抜け道となり市民

の安全性や快適な生活が損なわれています。 

〈課題〉 

・ 都市計画道路の見直し 

・ 交通環境の改善 

・ 歩行者を優先した交通体系の確立 

○ 目標とすべきまちの姿 

地域の実情を考慮した都市計画道路の見直しが行われました。 

自動車利用を抑制する等の交通需要マネジメント施策が進み、交通環境の改善が進ん

でいます。 

地域住民、関係機関と協働し、歩行者を優先した交通体系が構築されたことで、快適

で安全な市民生活が確保されています。 

○ 主な取組 

１．交通体系の検討 

（１）都市計画道路については、都市拠点の整備事業や鎌倉市交通マスタープラン等との整

合を図るとともに、都市防災も考慮した道路網について検討します。 

（２）自動車利用を抑制する等の交通需要マネジメント施策を進めることにより、交通環境

の改善をめざします。 

（３）生活道路への通過車両進入を抑え、快適で安全な市民生活を確保するため、地域

住民、関係機関と協働し、歩行者を優先した交通体系をめざします。 

② 交通安全意識の高揚 

～交通安全意識を高め、交通事故を減らします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 交通事故の発生件数は年々減少傾向にあります。 

・ 高齢社会の進行に伴い、交通事故による死傷者数全体に占める高齢者の割合が高く

なっています。 



- 52 - 

 

・ 近年、健康志向や環境への負荷が少ないことなどから、自転車の利用者が増えてい

ますが、一方で、自転車利用者の交通ルール・マナーの違反が社会問題となってい

ます。 

〈課題〉 

・ 交通安全対策の推進 

・ 交通事故防止対策の推進（特に高齢者） 

・ 自転車利用者の交通ルール・マナーアップ教育の充実 

○ 目標とすべきまちの姿 

交通安全意識の普及徹底などの取組を推進することで、交通安全対策の必要性を市民

が認知し、市民の交通安全意識が高まっています。 

関係機関、団体及び市民の協力により、交通事故の発生件数は年々減少しています。 

また、自転車利用者の交通マナーが向上し、市民が安心して暮らせる快適なまちとな

っています。 

○ 主な取組 

１．交通安全意識の高揚 

関係機関、団体との連携により、交通安全意識の普及徹底など、総合的、効果的な

交通安全対策を推進し、交通事故件数を減らします。 

２．交通事故防止運動 

関係機関等と連携し、高齢者及び二輪車・自転車利用者への重点的な交通事故防止

の取組を図ります。また、家庭、学校、職場、地域などでも交通安全教育を行いま

す。 

３．自転車マナーアップ 

小学生を対象とした自転車教室を実施し、運転技能及び交通安全意識の向上を図る

とともに、保護者に対して、家庭での交通安全教育の徹底を呼びかけます。 

③ 駐輪対策の推進 

～快適で安心できる駐輪環境を整備します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 自転車等の放置防止対策の実施により、一部の地域では放置状況の抑制がみられま

す。 

・ 有料及び無料駐輪場（民間含む）が、ＪＲ鎌倉駅周辺に４箇所、大船駅周辺に 10 箇

所、北鎌倉駅周辺に１箇所、湘南モノレール沿線に４箇所、江ノ電沿線に３箇所整

備されています。 

〈課題〉 

・ 駐輪場の整備 

・ 店舗等利用者の歩道等での一時駐輪に対する対策 

○ 目標とすべきまちの姿 

必要な駐輪場が整備されていることにより、市民が自転車等を使って快適な移動を行
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っています。 

放置自転車対策が強化されたことにより、歩行者が安心して歩ける空間が確保されて

います。 

○ 主な取組 

１．駐輪対策の推進 

（１）鎌倉駅及び大船駅周辺で、関係機関との調整により、恒久的な駐輪場整備を進めます。

また、新たな自転車等放置禁止区域の設定にあたっては、地域の特性や今後の地域の

市街地整備計画とも調整をとりながら進めます。 

（２）店舗等利用者の歩道等への一時駐輪対策について、関係機関等との協力体制を検討し

ます。 

④ 公共交通機関の輸送力の向上と利用の促進 

～公共交通機関の利便性向上により快適な交通環境を確保します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市は、ＪＲ横須賀線・東海道線・根岸線、江ノ島電鉄線、湘南モノレール線と鉄

軌道に関しては充実しています。さらにＪＲ湘南新宿ラインの運行に伴い、鉄道輸

送力の増強が図られました。しかし、ピーク時の混雑により利便性が低下すること

があります。 

・ オムニバスタウン計画によりバス路線が整備され、交通不便地域の解消が図られて

いますが、ミニバスも走行できない地域もあります。 

・ バス路線は、鎌倉駅や大船駅を中心に住宅地を結んでおり充実していますが、土・

日・休日の交通渋滞により、バスの定時運行の確保が難しくなっています。 

・ バリアフリーを促進し、すべての人が自由に安心して利用できる施設整備等が求め

られています。 

〈課題〉 

・ 公共交通機関利用の促進と利便性の向上 

・ 交通不便地域の解消 

・ 駅施設等のバリアフリー化 

○ 目標とすべきまちの姿 

交通不便地域の解消やバスや駅のバリアフリー化が進められ、市民が快適に公共交通

機関を利用するようになっています。 

公共交通機関の利用が促進されることにより、生活道路の渋滞が緩和されています。 

○ 主な取組 

１．公共交通機関利用への転換の促進 

交通渋滞の緩和及び地球温暖化防止等の環境保全の面から、公共交通機関利用への

転換を促進する施策を、関係機関と協力しながら進めます。 

２．移動円滑化の推進に関する基本方針等の推進 

ミニバスも走行できない地域の利便性の向上を図ります。 
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３．駅等のバリアフリー化の推進 

鎌倉市移動円滑化基本構想に基づき、公共交通事業者が実施する駅施設等の改善に

ついて支援します。 

（４）道路整備 

① 道路・橋りょうの整備・維持管理 

～安全・快適な道路整備等に努めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 市内の道路は、幅員が狭く、慢性的な交通渋滞や歩行者等の安全性が確保されてい

ない状況です。また、全市的に歩道の整備率が低く、整備されている歩道も幅員が

狭いため、人と自転車が混在して通行しており、安全性が損なわれています。 

・ これらの生活道路は、舗装整備後、相当年数が経過していることから、経年劣化や

交通環境の変化、気象状況等による舗装面のひび割れ、でこぼこなどが発生すると

ともに、ガス・水道等のインフラ整備に伴う舗装の打ち継ぎなどによる劣化箇所が

多くなっています。 

・ 東日本大震災の発生から、緊急輸送路や緊急避難路の役割を果たす都市計画道路の

早期整備の必要性が高まっています。 

・ 道路台帳のシステム化にいたっていないため、円滑な道路管理に支障をきたしてい

ます。 

・ 市内の橋りょうやトンネルは、整備後相当年数を経過していることから、安全性の

確認が必要となっています。 

〈課題〉 

・ 道路・橋りょう・トンネルの整備・維持修繕 

・ 歩行空間の確保 

・ 道路管理体制の構築 

○ 目標とすべきまちの姿 

道路の安全性・快適性を確保するため、効果的かつ効率的な道路の整備が進められて

いるとともに、計画的な舗装の修繕が進められています。 

また、適切な歩行空間が整備されることにより、だれもが安心して道路を利用できる

環境となっています。 

災害が発生した際の緊急輸送路や緊急避難路が整備され、市民の安全が確保されてい

ます。 

通行に支障となる不法占用物が排除され、適切な道路管理を行っています。 

○ 主な取組 

１．都市計画道路の整備 

都市計画道路の整備にあたっては、景観・環境保全や市民意向を踏まえ、効果的か

つ効率的な整備を進めます。 

２．生活道路の整備 
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（１）歩行者や自転車、車両が安全に通行できるよう、狭あいな道路や線形が複雑な道路に

ついて、拡幅・改良を進めます。 

（２）交通渋滞の解消や交通の利便性を図る補助幹線的な道路網の整備、交通安全施設の整

備を進めます。 

（３）子どもや高齢者、障害者などに配慮し、だれもが安心して歩ける道路の整備、歩行空

間の確保、バリアフリー対策を進めます。また「歩く観光」に対応した歩行者等の交

通環境の整備（歩道の整備）を進めます。 

（４）国県道については、関係機関と十分な調整・協議を図り、整備の推進を要請します。 

３．橋りょうの整備 

橋りょうについては、周辺環境・景観や安全性に配慮した整備を進めます。 

４．トンネルの点検・管理 

トンネルについては、安全性を確保するとともに、周辺環境や景観に配慮した適切

な維持管理に努めます。 

５．道路の維持修繕 

（１）道路の安全性・快適性を確保するため、舗装面の劣化や損傷のある道路について、補

修・改良を行うとともに、計画的に舗装修繕工事を進めます。 

（２）災害時等の応急体制を充実し、道路の維持管理に努めます。 

６．道路の管理（道路台帳、橋りょう台帳等の充実） 

（１）通行の支障となる不法占用物件については、取り締りを強化し、適切な道路管理に努

めます。 

（２）道路台帳、橋りょう台帳等の充実に努めます。 

（５）住宅・住環境 

① 鎌倉らしい住まいづくり 

～ずっと住んでいたいと思われる住まいの環境づくりを進めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市は、すぐれた歴史的自然的環境と良好な住宅地で構成されています。 

・ 本市の住宅は、戸建持家を中心に高い水準は維持しているものの、一部に老朽化が

みられるほか、高齢社会の進行に伴うひとり暮らしの住宅や空き家が増加していま

す。また、敷地の細分化による小規模宅地の発生やマンション等への転換も多くみ

られます｡ 

・ 本市の人口は、年少人口と生産年齢人口に減少傾向が見込まれる一方、老年人口が

引き続き増加することが予測されます。また、核家族化の進行による１世帯あたり

人数の低下とともに、世帯数も減少傾向へ推移することが見込まれます｡ 

〈課題〉 

・ 高齢者の増加や障害者に対応した住宅の供給 

・ 空き家住宅の増加 

・ 若年ファミリー層の定住促進 
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・ 世帯分離による地域のつながりの希薄化 

・ 老朽化した住宅の居住性の向上 

・ 土地利用の変更に伴う住環境の変化 

○ 目標とすべきまちの姿 

定住促進施策の推進により、多くの若年ファミリー層が転入し、また、高齢者が住み

続けられる住宅が確保され、人口バランスの良い、活力のある地域社会が形成されてい

ます。 

住宅・住環境の保全・創造に対する方向性に沿って、すぐれた歴史的自然的環境と良

好な住宅地を維持したまち並みが広がっています。 

○ 主な取組 

１．年齢構成バランスに配慮した住まいづくり 

（１）高齢者の増加や障害者に応じた住宅供給を図ります。 

（２）空き家を利活用する方法を検討するとともに、若年ファミリー層定住促進のための住

宅施策を推進します｡ 

（３）地域コミュニティの回復を図ることで、地域のつながりの活性化の促進を検討します。 

（４）地域特性を生かした住宅・住環境の保全・創造の推進を図ります。 

（６）下水道・河川 

① 下水道の整備・管理 

～公共下水道の整備・管理を進めることで市民の生活環境を向上させます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 公共下水道の汚水管整備は、事業認可区域内で、概ね完了し、市全体の汚水普及率

（対処理可能人口）は平成 23（2011）年度末で 96.8%となっています。 

・ 近年は局所的な集中豪雨の発生等、降雨の変化がみられ、浸水に対するリスクが高

まっています。浸水被害の解消を図るため、雨水貯留施設の設置や、浸透桝等の普

及が求められています。 

・ 公共下水道施設には、供用開始から数十年経過したものもあり、老朽化がみられる

ことから、こうした箇所では改築・修繕を進めていくことで維持管理に努めていま

す。 

・ 災害時対策として、緊急輸送路等の重要路線にある管路施設の地震対策強化や、下

水道ＢＣＰ（業務継続計画）の策定が求められています。 

〈課題〉 

・ 下水道の整備推進 

・ 浸水被害防止対策 

・ 下水道施設の維持管理（下水道施設長寿命化計画に基づく老朽化対策） 

・ 下水道施設の災害時の初動対策（下水道ＢＣＰの策定）、下水道総合地震対策計画

に基づく地震対策及び津波対策 

○ 目標とすべきまちの姿 
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公共下水道事業認可区域内の整備はほぼ完了しています。 

整備された下水道の維持管理として、効率的かつ効果的な施設の改築・更新を進めて

います。また、災害時にも下水道処理が継続できる体制を確保しています。 

豪雨等の自然災害が発生した場合でも、浸水の被害はなく、市民は安全な環境で生活

しています。 

○ 主な取組 

１．下水道の整備 

公衆衛生の確保、水質汚濁防止にむけ、事業認可区域内の市街化区域での公共下水

道の整備完了をめざすとともに、市街化調整区域内の整備推進を図ります。 

２．下水道処理人口普及率の向上 

下水道処理の普及促進を図るため、市民へのＰＲをさらに進めます。また、整備に

あたっては、接続に積極的な地域を優先して行います。 

３．浸水対策の推進 

雨水貯留施設の整備を進めるとともに、市民の協力を得て、雨水浸透施設の普及を

図り、雨水の地下浸透を促進させるなど、雨水流出抑制を図ります。 

４．下水道施設の維持管理 

公共下水道の老朽化の進行状況や管渠が埋設されている道路の重要度等を加味し、

効率的な改築・修繕を図ります。 

５．下水道施設の災害対策 

（１）現在策定されている暫定版下水道ＢＣＰの見直しを図り、内容を高めた下水道ＢＣＰ

を策定します。 

（２）下水道総合地震対策計画に基づき、耐震化の推進を図ります。 

（３）津波による被害の軽減策を検討し、対応を図ります。 

② 水辺環境の整備・創出・管理 

～良好な水辺環境を実現します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 河川施設の老朽化がみられる箇所では改築・修繕を進めていくことで維持管理に努

めています。 

・ 近年は局所的な集中豪雨の発生等、降雨の変化が見られ、浸水に対するリスクが高

まっています。 

・ 景観や生態系に配慮した親水性のある河川・水路環境が求められています。 

〈課題〉 

・ 河川の維持管理 

・ 河川の整備推進 

・ 河川への津波遡上対策 

・ 超過降雨への対策 

・ 親水性のある水辺環境の創出 
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○ 目標とすべきまちの姿 

局所的な集中豪雨等が生じても、河川は氾濫することなく市民は安全に生活していま

す。また、河川津波遡上対策により、津波被害がほとんど発生しない状況となっていま

す。 

水辺には動植物が生息し、市民の憩いの場となっており、景観にも配慮した観光都市

にふさわしい水辺環境となっています。 

○ 主な取組 

１．河川の維持管理 

河川施設の老朽化の進行状況等を把握し、効率的な改築・修繕を図ります。 

２．河川・水路の整備 

（１）県の河川整備事業と連携を図りながら、護岸整備と流下能力の向上を図ります。 

（２） 河川への津波遡上については、国や県において技術的見地からの対応が検討されてお

り、この検証結果を踏まえたうえで、県とも協議調整を行いながら、検討します。 

３．浸水対策の推進 

鎌倉市公共下水道（雨水）の計画降雨量に対する整備とあわせて、超過降雨に対す

る対応を検討します。 

４．水辺環境の創出 

河川等の親水環境の整備に努めます。その際には、景観や生態系に十分配慮すると

ともに、地元等の意見をとりいれて進めます。 

③ 下水道資源の有効利用 

～下水道資源の有効利用を進めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 終末処理場から発生する処理水や汚泥は、再生資源としてさまざまな利用の可能性

を有していますが、処理水の一部再利用と、汚泥のセメント原料化にとどまってお

り、限定した利用となっています。 

・ 貴重な都市空間として、終末処理場などの下水道施設上部の多目的利用が求められ

ています。 

〈課題〉 

・ 下水道資源の有効利用 

・ 下水道施設の活用 

○ 目標とすべきまちの姿 

終末処理場で発生した処理水や汚泥の資源化が効率的に実施されており、より効率的

な下水道事業を進めています。 

また、終末処理場等の建物上部の未活用スペースは市民により多目的に利用されてお

り福利厚生にも役立てられています。 

○ 主な取組 

１．下水道資源の有効利用 
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（１）下水汚泥等の資源の有効利用を検討し、市としての方針決定を行います。 

（２）未利用資源の利活用により、エネルギーの自立化及び維持管理費の軽減を図ります。 

２．下水道施設の活用 

終末処理場などの下水道施設上部の市民利用の実施に向け、検討します。  

 

 

第６章 活力ある暮らしやすいまち              

（１）産業振興 

① 農業・漁業の振興 

～農業・漁業経営の安定のため、後継者の育成、地域に即した都市農業・沿岸漁業の振

興をめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市の農業は、農家数及び農業従事者数について、いずれも減少傾向にあります。

また市内農業生産の中心である関谷・城廻地区の農業振興地域（農用地区域内）の

遊休農地については、減少傾向にありましたが、平成 24（2012）年度に微増してい

ます。 

・ 地域農業の継続には「人と農地の問題解決」が必要であり、その方策として、国で

は「人・農地プラン（地域農業マスタープラン）」の作成を推進しており、本市でも

作成をめざします。 

・ 農業経営の安定化や地産地消を推進するために農産物等のブランド化を進めていま

す。平成 23（2011）年３月に鎌倉ブランドマークの商標登録が完了し、さらなるブ

ランド力向上に向けた取組を行っています。また、ブランド化は、農産物だけでな

く水産物への積極的な展開が求められています。 

・ 本市の漁業は、定置網、しらす船びき網、わかめの養殖など沿岸漁業を中心に営ま

れていますが、魚価の低迷や漁獲量の伸び悩みなど漁業経営の安定化を図る施策を

講じる必要があります。 

・  漁業経営の安定化を図り、漁業者及び漁業後継者にとって魅力ある産業にしてい

くために、つくり育てる漁業（栽培漁業）の推進や国で推進する生産から加工、流

通、販売を漁業者自らが行う漁業の６次産業化への取組を検討しています。 

・ 鎌倉地域については、漁港建設に向けて検討するとともに、将来にわたり安全・安

心に漁業を継続していくため、就労環境改善のための漁業施設等の整備について検

討していく必要があります。 

・ 腰越地域の漁業については、漁港の改修整備が完了し、漁業のさらなる推進を図る

必要があります。 

〈課題〉 

・ 農業経営及び漁業経営の安定化 

・ 農業及び漁業の担い手や後継者の育成、確保 
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・ 遊休農地の解消 

・ つくり育てる漁業（栽培漁業）による漁獲の拡大 

・ 漁業環境の改善 

（漁港施設等の水産基盤の整備、台風等による漁業への被害、漁業と触れ合う場づく

り） 

・ 農水産物の地産地消による消費の拡大 

○ 目標とすべきまちの姿 

農業では「人・農地プラン」により、新たな担い手や後継者が育成・確保され、将来

にわたり安定的に農業が営まれています。また、遊休農地の解消に努め、農産物の生産

量及び市内での消費が高まっています。 

漁業では漁業施設の改善により、安全・安心な就労環境の改善が進み、新たな担い手

や後継者が育成・確保され、将来にわたり安定的に漁業が営まれています。また、つく

り育てる漁業の推進による漁獲の拡大や６次産業化への取組が進み、市内への新鮮な魚

介類や水産加工品が安定的に供給されています。 

農水産物のブランド力向上に向けた取組により、鎌倉ブランドの農水産物は、市民だ

けでなく鎌倉を訪れる観光客にも普及が進んでいます。 

○ 主な取組 

１．都市農業の振興 

農地と消費地が近接している都市農業として、地域に即した農業の振興を図ります。

地域の農業者や関係団体、市民、学識経験者等と農業振興の推進にかかる具体的な検

討事項などについて、協議を行います。 

２．人・農地プランの作成及び実行 

農業者などが、地域が抱える後継者問題や遊休化など、農地の問題を解決するため

の話し合いを行い、市ではその内容を反映した「人・農地プラン」の作成に取り組み

ます。作成後は、プランにそった施策を実施するとともに、本市の農業事情にあわせ

た見直しを行います。 

３．沿岸漁業の振興及び漁業経営の安定化 

沿岸漁業の振興と漁業経営の安定化を図るため、わかめ養殖や稚貝・稚魚放流など

の栽培漁業に対する支援を推進します。また、漁業の６次産業化を支援し、生産、加

工、流通、販売を一体化していく取組を推進します。 

４．水産業振興施策の検討 

市民の食卓に地場の新鮮で安全な魚介類が届く流通システムの構築など、今後の本

市水産業振興施策について、検討を行います。 

５．漁業施設の整備 

鎌倉地域の漁業の継続のため、船揚場や漁具倉庫などの漁業施設の改善を図ります。

あわせて、鎌倉地域の漁港建設に向けて、引き続き検討を行います。 

腰越地域については漁港改修整備による効果として、さらなる漁業の経営安定化及

び地域の活性化が図れる施策に取り組みます。 
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６．地産地消の推進 

市内で生産される野菜や水揚げされた魚介類の地産地消に向けた取組を推進しま

す。 

７．鎌倉ブランド事業の推進 

鎌倉ブランドマークの商標登録後のブランド力の向上及びＰＲ活動に取り組みま

す。 

農水産物の鎌倉ブランド認知度向上のため、さらなる啓発活動を行います。 

水産物のブランド化を推進し、付加価値を高め、漁業経営の安定化に取り組みま

す。 

② 商工業振興の充実 

～商工業の活性化に向けた支援を行います～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市の商業・サービス業は、事業所数において全産業の７割以上、従業者数におい

て全産業の６割以上を占めていますが、ここ数年、年間販売額が大きく減少し、厳

しい状況にあります。本市の特徴の一つである観光都市の特性を生かし、商業・サ

ービス業を基幹産業として育成・発展させることが必要です。 

・ 本市の工業は、大規模工場が撤退するなど減少傾向にあり、これとあいまって製造

業の中小企業も減少するなど、活力の低下が顕著となっています。 

・ 観光地ではない商店街では、利用者の減少、客層の固定化が進んでいます。また、

商店街連合会に登録する会員数が減少傾向にあります。 

・ 市内事業所の９割以上を占める中小企業は、人材・顧客など経営資源の多くを地域

に依存しており、地域に根付いて発展していくことを望んでいます。これら中小企

業は、さまざまな経営努力をしていますが、企業が立地する周辺環境との調和が課

題となるほか、経営のノウハウや資源の不足など、その成果が実際の事業展開に結

びついていないケースも多くみられます。 

・ 長期間にわたり世界的な景気の低迷が続いており、本市の産業の情勢にも大きな停

滞をもたらしています。 

・ 古くからある特産品の需要が低くなっており、特に鎌倉彫は高価なため、景気の動

向が大きく影響しています。 

・ 伝統工芸に対する若者の関心が薄れてきたことにより、伝統工芸を継承する後継者

の不足が深刻になっています。 

〈課題〉 

・ 観光都市の特性を生かした商業・サービス業の育成・発展 

・ 事業展開しやすい環境の整備 

・ 中小企業の経営基盤強化 

・ 商店街利用者の減少と客層の偏り 

・ 伝統工芸の後継者不足 
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○ 目標とすべきまちの姿 

中小企業をはじめとする事業者が事業を継続するための支援として、経営アドバイザ

ーの派遣や経営革新への取組に対する助成が行われ、産業が活性化しています。 

また、商店街は、高齢者も利用しやすい、地域の特性を生かした商店街となり、活性

化しています。 

鎌倉彫の保護・育成を目的とした活動の支援や協同組合との連携による伝統工芸品の

技術伝承の支援などにより、伝統工芸が伝承されています。また、事業者や組合と協働

した伝統工芸の販路確保等により、売上が向上しています。 

○ 主な取組 

１．商工業振興の推進体制の充実 

事業者や商工団体と本市が、相互に連携を強化し、商工業の振興を図ります。 

２．産業環境の整備 

製造業や新規成長産業（医療福祉関連、生活文化関連、情報通信関連、新製造技術

関連、環境関連など）の企業が事業展開しやすい環境の整備に努めます。 

３．中小企業支援 

経営相談や融資制度の充実、受注機会の拡大を図ることで、中小企業の創業、経営

安定、経営革新を支援します。 

４．地域の特性を生かした商店街づくり 

商店街が「物販・サービスの場」「憩いと楽しみの場」「まちの顔」「地域コミュニテ

ィの核」となるよう、地域の特性を生かした商店街づくりを支援します。また、今後

の高齢社会の進行を見据えて、高齢者が商店街を利用しやすい環境づくりに努めま

す。 

５．伝統工芸などの保存・継承、事業活動の支援 

伝統工芸などを保存・継承するため、後継者の育成や資料の保存を図ります。 

特に、鎌倉彫の保護・育成を目的とした事業活動の支援、伝統鎌倉彫事業協同組合

と連携した伝統工芸品の技術伝承を図るための支援を行います。また、伝統工芸の情

報発信及び発表の機会の拡大について、検討を行います。 

（２）観光 

① 観光都市としての質の向上 

～鎌倉らしさにこだわる観光を実現します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市は、美しい自然環境と貴重な歴史的遺産に恵まれた首都圏の観光地として親し

まれ、さらに、平成 10（1998)年に「国際観光テーマ地区」として指定されており、

国内外を問わず年間延べ 1,800 万人前後の観光客が訪れています。首都圏からの日

帰り観光客や繰り返し本市を訪れる人が多く、季節的・時間的・地域的な偏りがみ

られるのが特徴です。 

・ 「観光立国の実現」が 21世紀の我が国経済社会の発展のために不可欠な国家課題と
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されました。また、平成 18（2006）年 12 月には「観光立国推進基本法」が成立し、

これを推進するために平成 20（2008）年 10 月に観光庁が設立され、神奈川県におい

ても、観光振興を通じて県の活力を高める「観光立県かながわ」の実現をめざすべ

く、神奈川県観光振興計画が平成 22（2010）年３月に策定されました。 

・ 世界の観光市場はますます拡大を続けており、とりわけ東アジア・太平洋地域では、

世界観光機関によれば、今後10年間で２倍の旅行者数になることが予想されていま

す。本市においても、今後、外国人観光客の増加が見込まれています。 

・ 人口減少と少子高齢社会が進展するなかで、将来の観光客を誘致するための観光プ

ロモーションの取組を始めました。 

・ 多くの観光客が訪れるなか、閑静な住宅街での大声やごみのポイ捨てなど、観光客

のマナーの問題が深刻化しています。 

〈課題〉 

・ 「住んでよかった、訪れてよかった」まちづくりの意識醸成 

・ 増加する外国人観光客への対応 

・ 鎌倉らしさを感ずる観光プログラムの提供 

・ 多様化する観光ニーズへの対応 

・ 観光客の季節的・時間的・地域的な偏在 

・ 観光を通じた地域の活性化 

・ 長期的展望に立った観光プロモーション 

○ 目標とすべきまちの姿 

多様なプログラムと効果的な情報の提供により、訪れた観光客が、鎌倉の歴史や伝統

などを十分に満喫できる、魅力あふれる都市になっています。また、従来の観光に加え、

新たな観光資源が発掘・開発されたことにより、観光需要の平準化と滞在時間の長時間

化が図られています。 

国際的にも観光都市としても認知され、世界各国から観光客が訪れています。 

市民や事業者、市が協働して、ホスピタリティの向上をめざし活動しています。市民

が訪れた観光客を温かく迎えいれるとともに、観光客も鎌倉のまちを理解しマナーを守

った観光を行っています。 

○ 主な取組 

１．ホスピタリティの向上と観光客のモラル向上 

市民・事業者のホスピタリティの向上と、観光客のモラル向上を図り、市民と観光

客が共に快適に過ごせるまちをめざします。散乱ごみ対策など、地域一体となって、

きれいなまちづくりに取り組み、観光客のまち美化意識の向上を図ります。 

２．外国人観光客への対応と市民、観光関連事業者理解の向上 

外国人観光客も安心して観光できるまちをめざします。そのために、外国人観光客

への情報提供など、サービスを充実させるとともに、外国人観光客を受け入れるにあ

たっての市民や観光関連事業者の理解の向上に努めます。 

３．観光を通じた地域の活性化 
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観光地の事業者が、地元の資源を活用して開発・販売する「着地型観光」の推進な

どにより、平日や閑散期への観光需要の誘導、滞在時間の延長に取り組むとともに、

観光プロモーションによる将来の観光客の誘致に取り組み、地域の活性化を図りま

す。 

４．鮮度の高い情報の発信 

観光協会、民間事業者、ＮＰＯ法人などと連携し、常に新鮮な情報を積極的に発信

します。 

② 安全で快適な観光空間の整備 

～伝統と快適性が調和した観光空間を実現します～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 観光案内施設、公衆トイレ、食事ができる休憩所などの受け入れ施設や駐車場をは

じめとする交通施設など、多くの来訪者を迎えるための観光基盤整備が十分ではあ

りません。 

・ 本市では、外国人観光客の増加が見込まれていますが、総合案内板や名所掲示板の

多言語化など観光案内施設が十分ではありません。 

・ 伝統と快適性が調和した観光空間の実現に向けて、歴史的遺産の保存・管理、観光、

交通、防災、都市景観、環境及び情報発信の各分野における取組を行っています。 

・ ハイキングコースの利用者が増加する一方で、コースの傷みや案内標識の不足が顕

在化しています。 

・ 本市は、山に囲まれていて、市内への進入路が限定され、バイパス道路がないこと

や道幅が狭いなど、車の往来による交通渋滞がおきやすい都市構造です。 

・ 本市は、歩道が整備されている道路が少なく、また、整備されている歩道も幅員が

狭いため、特に多くの観光客が訪れる時期には、歩行者の安全が損なわれているな

どの問題があります。 

・ 東日本大震災をきっかけに、観光客への地震、津波避難対策の整備の重要性が認識

されました。 

〈課題〉 

・ 観光案内施設の整備と多言語化の推進 

・ 公衆トイレの整備 

・ ハイキングコースの整備 

・ 歩行者の安全確保 

・ 交通渋滞の解消 

・ 地震・津波時等の観光客への対応 

○ 目標とすべきまちの姿 

市内には、観光案内板や快適な公衆トイレなどが十分に整備されています。また、観

光案内施設の多言語化などにより海外から訪れる観光客も快適に観光を行うことができ

ています。 
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歩行者の安全性を確保するための整備が進められるとともに、ハイキングコースの整

備など観光客が歩いて観光をしたくなるような空間が提供されています。 

また、自然災害が発生した際の備えも整えられ、観光客が安心して観光できるまちと

なっています。 

○ 主な取組 

１．観光案内施設の整備 

総合案内板や名所掲示板などの観光案内施設の整備と多言語化の推進により、快適

で楽しいまち歩きができるような環境整備に努めます。 

２．快適な公衆トイレの整備 

快適な観光空間をつくりだすための施設整備を行います。老朽化した公衆トイレの

改修を進めるとともに、トイレが不足している地域においては、さまざまな方策によ

り、トイレの確保に努めます。 

３．快適で安全な交通環境の整備 

パーク＆ライドの推進や一日フリーパスなどによる公共交通機関の利用促進により、

市民と観光客双方にとって安全で快適な交通環境を実現します。また、歩道の確保を

推進し、安全で快適な歩行空間の確保に取り組みます。 

４．安全なハイキングコースの整備 

市民、観光客が、豊かな自然に親しむことのできるハイキングコースの整備と安全

管理を進めます。 

５．災害時の観光客への対応 

国内外からの観光客が、安全に旅行できる仕組みを整備します。防災情報の事前提

供を行うとともに、災害発生時の情報伝達・避難誘導体制の充実、帰宅困難者のため

の一時滞在施設の確保、帰宅支援体制の構築を、市民、事業者、関係団体と連携して

進めます。 

６．魅力ある海水浴場づくり 

快適な海水浴場の提供と、持続的な海水浴場の運営を進めます。 

③ 地域が一体となった観光振興の推進 

～地域全体で観光振興に取り組みます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 「住んでよかった、訪れてよかったと思えるまちを、市民、観光客と行政が共に育

てていくこと」を基本理念とする第２期鎌倉市観光基本計画（平成 18（2006）年度

～27（2015）年度）の見直しを行い、平成 23（2011）年度に中間改定版を策定しま

した。これに先立ち、基本計画のアクションプランの推進組織であり、観光事業者

や関係団体、生産者、市民団体、行政の代表者で構成する鎌倉市観光振興推進本部

会議を、各団体の実務者レベルで構成する鎌倉市観光基本計画推進協議会へと改組

し、よりスピード感をもって地域一丸となった取組が行える体制を整えました。 

・ 少子高齢社会が進む本市において、観光は地域のにぎわいの創出や経済活性化のた
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め、極めて重要な要素となっています。 

・ 年間延べ 1,800 万人前後もの観光客が来訪し、今後も、多くの来訪が予想されるな

か、さらに魅力ある観光地としての整備を行うにあたっては、その財源を確保する

ことが必要です。 

〈課題〉 

・ 多様な観光主体の連携 

・ 観光資源を生かした、本市としての収益増加 

○ 目標とすべきまちの姿 

行政だけではなく、観光事業者、観光団体、市民・市民団体などさまざまな観光主体

が一体となり、地域全体で観光振興を推進する体制がとられています。 

また、観光資源を生かした収入の確保策が数多く実施され、観光施設の整備や新たな

観光施策の推進につながっています。 

○ 主な取組 

１．多様な観光主体が一体となった観光振興 

観光事業者や観光団体、生産者、市民団体などのネットワークを拡げ、主体間の連

携を強化し、地域全体で観光振興を推進します。 

２．観光振興のための収入確保等 

観光施設の整備や新たな観光施策を推進するため、観光資源を生かして収入を確保

していくための仕組みづくりを検討します。 

（３）勤労者福祉 

① 雇用支援の充実 

～就職をめざす市民が効果的な就職活動を行えるよう、雇用支援の充実に 

努めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 景気低迷に伴い、求職者一人あたりの求人件数を示す有効求人倍率は 0.5 前後と求

職者に対し非常に厳しい状況が続いています。 

・ 若年層の就業意識や産業構造の変化などにより、全国的に定職につかずアルバイト

などで生活するフリーターや、学校に行かず、働かず、職業訓練も受けていない若

者（ニート）が増加している傾向があり、将来的には消費水準の低下による景気へ

の影響ばかりでなく、少子高齢社会が進む将来の社会保障制度の維持への影響も心

配されています。 

・ 高齢社会が進んでいる本市にあって、定年を前にした高年齢勤労者の深刻な生活不

安があります。 

・ 65歳未満の定年を定めている事業者に対して、希望者全員の65歳までの雇用確保等

を義務付ける改正高年齢者雇用安定法が成立しました。 

〈課題〉 

・ 新卒者や離職に伴う再就職希望者の就職状況の悪化 
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・ フリーターやニートの増加傾向 

・ 高年齢者の雇用の安定 

○ 目標とすべきまちの姿 

本市による効果的な就労支援が就職をめざす市民にとってこころ強い味方となり、正

社員雇用や短時間雇用など本人が希望する多様な働き方ができるようになっています。

また、勤労者はリストラ等の雇用調整の対象となった場合でも自らの職を確保するため

の手段・方法と自己のスキルのギャップを明確に把握し、効果的に職業訓練や就職活動

を行うことができています。 

○ 主な取組 

１．雇用の支援 

厳しい就職環境のなか、就職を希望する方へ、求職カウンセリングや雇用セミナー

などの雇用支援策を実施するとともに、高年齢者支援として、市内事業所向けに定年

年齢の段階的引き上げ等の啓発に努めます。 

また、若年層へは、厚生労働省が実施している「地域若者サポートステーション」

や県の「かながわ若者就職支援センター」と連携し、若者の職業的自立を促します。

さらに、ハローワークなどと共同で開催する就職面接会などにより、地域で就職する

機会を増やします。 

２．就労情報の提供 

求人情報や企業説明会の開催など、就職活動に有用な情報は国のハローワークや県

などからも多数発信されていますが、周知チラシなどの入手場所も限定されることか

ら、積極的に国・県と連携して、市民に身近な市施設で情報が入手できるように努め

ます。 

② 働く環境の充実 

～勤労者が心身共に健康で働き続けられるよう、福利厚生制度や労働環境の向上 

に努めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 本市事業所全体の９割以上を中小企業が占めています。 

・ 中小企業勤労者の福利厚生をより充実するため、鎌倉市勤労者福祉サービスセンタ

ーと藤沢市勤労者福祉サービスセンターが統合し、新たに茅ヶ崎市の参画により、

湘南勤労者福祉サービスセンターとして事業を実施しています。 

・ 時代の変化と共に多様化する作業内容や、職場環境の変化に対応した安全衛生、健

康管理の対策が求められるようになりました。 

〈課題〉 

・ 勤労者福利厚生事業の支援 

・ 雇用・労働環境の向上 

○ 目標とすべきまちの姿 

勤労者の福利厚生に対する満足度は向上し、健康的でこころ豊かな生活を送っていま
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す。市民の雇用や労働に対しての不満やストレスは本市の相談・カウンセリングにより

対応されています。また、勤労者は余暇を活用して生涯学習などを生活に取り込んでい

ます。 

○ 主な取組 

１．勤労者福利厚生事業の支援 

中小企業では、単独で企業内の福利厚生を充実することは困難なことから、勤労者

の福利厚生を総合的に行う湘南勤労者福祉サービスセンターを支援します。 

２．雇用・労働環境の向上 

最近の厳しい雇用環境から、賃金や解雇などの労働問題、長時間労働などを要因と

したメンタルヘルス相談など、雇用や労働環境に不安や不満を持つ勤労者に各種相談

事業を実施して、対応を図ります。また、勤労市民ニュースなどにより、労働関係法

の改正内容を周知するなど、働きやすい労働環境が整備されるよう、啓発を行いま

す。 

③ 技能振興の充実 

～技能者の専門的な技能が市民生活をより豊かにするよう、技能振興の充実に 

努めます～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 青年技能者の減少に伴う後継者不足や鎌倉市技能職団体連絡協議会への加盟組合の

減少とともに、個々の組合に加盟する事業所も減少しています。 

〈課題〉 

・ 青年技能者の減少 

・ 技能職団体連絡協議会への加盟組合の減少 

・ 個々の組合に加盟する事業所の減少 

○ 目標とすべきまちの姿 

技能者がもつ専門的な技能により市民生活がより豊かになっています。その専門性を

生かした市内事業者が、日常生活における市民のニーズにこたえることで、市民生活の

向上に貢献しています。 

○ 主な取組 

１．技能の啓発 

若年層の低い就職率、高い離職率による後継者不足解消のため、技能職団体の育成

に努めるとともに、啓発活動を行います。また、技能祭等、広く市民が技能者の市民

生活の向上への寄与について関心を持つ場を設けます。 

２．技能の奨励 

優秀な技能者の表彰や技能職団体への助成などにより、技能者の経済的社会的地位

及び技術水準の向上を図ります。 

（４）消費者対策 

① 消費者施策の推進 
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～安心した消費生活がおくれるまちをめざします～ 

○ 施策を取り巻く状況 

〈現状〉 

・ 消費者と事業者との間には情報の質及び量並びに交渉力等の格差があります。この

格差を埋めるために消費者施策が必要です。 

・ 急速な高齢社会の進行、国際化、高度情報化などによって、消費者の意識は複雑か

つ多様化しています。 

・ 商品やサービスが多様化しさまざまな情報があふれる中で、市民は消費生活を営む

ために必要な情報の速やかな収集と必要な知識を習得し判断力を養う必要があり、

そのために主体的に行動するための教育を受ける機会の提供が求められています。 

・ モラルを欠いた一部事業者による悪質な消費者被害が発生し、その内容は多様化し

ており、不適正な取引行為を防止する施策の充実が必要です。 

・ 市民が商品等を選択するに際し、重要な役割を果たしている表示が不適切である場

合があり、適正な表示を行わせる必要があります。 

〈課題〉 

・ 消費生活における被害予防対策 

・ 消費者被害の回復支援、消費生活相談体制の充実 

・ 拡充される消費者関連法規への対応 

○ 目標とすべきまちの姿 

これまでの消費者問題の歴史を振り返ってみても、消費者トラブルは、消費者に関す

る法律が整備され、消費者施策が充実しても決してなくなるものではなく、その形態、

内容、質が変化して存在します。そこで、消費者トラブルを回避できる能力や、トラブ

ルにあってもその被害を最小限にすることができる能力を備えるよう、市民に十分な消

費者教育等が行われています。 

また、高齢者、障害者などの社会的弱者については、関係課、関係機関などとともに、

トラブルに対処し、被害回復を支援する体制が整備されるなど、庁内の連携システムの

整備・充実が図られています。 

○ 主な取組 

１．消費者被害の発生防止、情報と教育などの機会の提供 

消費者市民が、自ら考え、行動するための情報と支援を提供します。消費者被害回

復支援に伴うあっせんや調停の過程及び結果を公表すること、消費生活相談の件数な

どの状況を定期的に情報提供すること、国や関係機関が提供する消費生活関連情報の

収集を行い、市民に発信することなどを通じ、消費者被害の発生を予防します。これ

らの情報は、福祉・介護関係者、学校など関係機関とも連携し、多くの市民に届くよ

う努めます。 

２．団体等との協働 

団体・グループへの積極的な情報提供に努め、活動を支援します。地域や親族間で

の悪質商法被害の防止への取組を支援します。高齢者、障害者などに対する支援には、



- 70 - 

 

関係機関と協調して取り組みます。 

３．消費生活センターの運営と消費者被害の回復支援 

消費生活センターにおいて、消費生活相談による助言・あっせんを行います。また、

学識経験者委員を中心に設置した消費者と業者間の紛争を調停する紛争調停委員会を

活用し、消費者被害の回復支援に取り組みます。 

４．消費者市民の意見の反映 

消費者市民の意見を、消費者ｅモニターや、インターネット、消費生活委員会の助

言などにより収集し、被害予防などの施策や事業に役立てます。 

５．拡充される消費者関連法規への対応 

消費者教育推進法の新設、特定商取引法、消費者安全法の改正など、消費者関連法

規が拡充されていくことに適切に対応します。 

 


